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「持続可能 な開発」 を求 めて

通商産業省工業技術院 院長 杉 浦 賢

)

)

ここ数年,大 気中炭酸 ガス濃度の上昇,酸 性雨の増大,オ ゾン層の破壊,森 林 の

減少,砂 漠化の進展 などグローバルな地球環境の問題が大 きく採 り上げ られている。

これ らは,エ ネル ギー消 費や開発 と密接 に関係 し,我 々の将来 に大 きな影響 を与え

る可能性が強いことか ら,そ の対応が急がれ る。

昨年及 び一昨年は,い ろいろな形で国内的に も,国 際的 にも,地 球規模 の環境問

題 について大 きな動 きがあった。国連の 「環境 と開発 に関す る世界委員会(WCE

D)」 は,1987年2月 の東京にお ける最終会合 において,「持続可能な開発 」 をうた

った東京宣言 を採択 した。本文 の題名 にも借用 した 「持続可能 な開発」の方策 をさ

ぐることは,ま さに,我 々の子孫に対す る重要な責務 である。

そのためには,社 会的,経 済的観点 も含 めた広 い立場 か らの対応が行 われ るこ と

になろうが,そ の基盤 となるのは,技 術開発であろ う。

エネルギー問題 に関連 しては,

i)ク リーンな新 しいエネルギー源の開発,あ るいは,エ ネルギー源の 多様化 に

よる選択肢の増大,

ii)省 エネルギー技術 の開発に よるエネルギー源への負担の減少 と環境への負荷

の軽減,

iii)グu一 バル な環境 問題 に対す る科学的知見の深化 と対策技術の開発,

などの観点か ら,研 究開発が精力的に進め られている。

グローバルな環境 問題 につ いては,研 究対象が地球規模 となることか ら,特 に,

国際協 力が重要 になる。我が国がエネル ギー消費大 国であ るこ とを考 えるとき,率

先 してその研 究開発 に取組 み,進 んで国際的貢献 を果 してい くこ とが大切 である。

エネルギー問題 は,国 のセキュ リティ と関連 して論ぜ られるこ とが多い。国際協

力 を通 じて,国 際的貢献 を進め,世 界各国 と相互理解 を深めてい くことは,結 局,

我が国のセキュ リティの向上 につながってい くもの と思われる。

(すぎ うら まさる)
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業務用 ビル における

エネルギー管理の実態 につ いて
一負荷平準化 に関わるアンケー ト調査結果一

大 久 保 克 彦

1.は じ め に

我が国における,近 年の空調需要の増大あ

るいは情報化の進展に伴 い,最 大電力需要は

堅調な伸びを続け,電 力需要の昼夜間格差は

増大の傾向にあり,年 間負荷率 も今後 とも低

下の傾向が続 くものと予想され,ひ いては供

給 コス トへの悪影響が懸念されている。この

ような状況 に対 し,電 力各社 においては従来

に増 して負荷の平準化 に努め,産 業用大 口需

要家への季時別料金制度の導入など新 たな諸

方策を講 じているところである。

この負荷平準化方策には,大 別すると料金

制度面による間接負荷制御 と,需 要家の負荷

機器を直接制御す る直接負荷制御の二通 りが

ある。前者は深夜電力制度 を始め とする種々

の料金制度が講 じられていることから馴染み

も深いが,後 者は我が国においては,タ イム

スイッチによる深夜温水器の制御が行われて

いる程度であり,ま だ馴染みが少ない。

しかしなが ら,今 後これ ら直接負荷機器制

御 も電力負荷平準化方策(負 荷 シフ ト,ボ ト

ムア ップ,ピ ークカット)の 一つの柱 として

積極的に検討されることと考 えられる。

なお,こ の直接負荷制御 を検討するに当た

っては,ま ず需要家 における負荷管理の実態

を把握 し,理解することが重要 と考 えられ る。

そこで,電 力需要が昼間に集中し昼夜間格差

が特 に大 きく,電 力負荷制御の効果 も大 きい

と予想される業務用需要家 を対象にして,負

荷平準化 に関す るアンケー ト調査 を実施 し

た。

ここではそのアンケー ト調査結果(約150ビ

ルを対象に し,ア ンケー ト調査 を実施 し,75

ビルより回答があった)の 概要 を以下に述べ

る。なお,詳 細については参考資料 を参照頂

きたい。

2.調 査 ビルの概 要

○まず,業 種別 にみ る と,事 務所 ビル が70

%を 占めて い る。

○延べ 床面積 でみ る と,1万m2未 満 の ビル

が約1/2を 占め,2.5万m・ 未満 まで とす る

と約3/4ま で を 占めて いる。

o階 数 でみ る と,8～13階 の ビルが約60%

を 占めて い る。

○建 設年 をみ る と,ほ ぼ平均 して いる。

○最後 に,契 約 電力 でみ る と高圧 受電 が約

70%を 占め,特 高受電 は約30%と な って い

る。

う

)
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業種

延べ

床面積

(万㎡)

階数

建設年

契約電力

事務所
事務所 ホテル
・店舗 雑居ピル その他

1.0未 満 2.5未 満5.0未 満 以上

1～45～78～10 11～13 14～2021～

～3738～44 45～50 51～60 61～

高圧500KW～

高 圧
～500KW

特 高

2MW～ ～2MW

01020304050607010

、 遇 件衰00

対象需要がないということであり,こ れは

テナン ト等に影響を及ばさないで抑制 でき

る需要がないということと推測される。 し

か しながら,実 際制御する となるとテナン

トの同意困難 という理由に変わるのではな

いかとも予想される。

しかしなが ら,「自主的な負荷調整未実施

の需要家で も15%程 度(45ビ ル中7ビ ル;

表1>は,電 力からの負荷調整受入れ可 と

している」 という状況から考えると,電 力

か らの負荷抑制は条件さえ揃えば,か な り

受 け入れ られ るのでは ないか と考 えられ

る。

図1調 査実施ビルの概要

3.調 査結果の概要

(1)自 家発

○大半(約80%)の 需要家が停電時対応と

して 自家発 を保有 している。

(2)最 大電力の調整

○自主的に負荷調整 を実施 している需要家

が約40%程 度あ り,そ の内約70%は 自動制

御又は遠隔制御で実施 している。

なお,自 主的に負荷調整を実施 している

需要家のなかには,電 力か らの負荷抑制 に

対する対応は困難 と答えた需要家が1/3

(30ビル中12ビ ル;表1)程 度ある。

○また約1/3の 需要家が,電力側か らの負

荷調整 を可能 と答えている。

○自主的な負荷調整未実施及び電力からの

負荷制御 に対する対応困難の理由の大半は

　 　　　の　　　な　　　　

臥

(未実施理由)

件 数

糊 饗なし 27

実施方法なし 6

テナントの合意困難 3

その他 9

計 45

表1

　 　カからの　おによる　　　　

、

(抑制困難理由)

)内は件数

件 数

対象需翼慧し 2望

実施方法なし 7

テナントの合意困難 7

その他 10

計 51

図2最 大電力需要の調整

需要家の自主的な負荷調整と電力から

の要請による負荷抑制の関連

電力からの要請による負荷抑制
計

抑制可能 抑制不可能
18 葦2 30需要家の自主的な 実施中

負荷調整 未実施 ? 38 45

計 25 50 75
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(3)空 調機器

○セン トラル方式の空調が約60%を 占めて

いる。

○冷房用エネルギーは約80%が 電気で賄わ

れているものの,6台 以上の熱源機により

実施 している需要家がその内1/3程 度 を

占めてお り,こ れらの需要家への個別機器

の直接制御は困難が予想される。 また,こ

れらの占める比率は将来増加することと予

想される。

○設定温度の遠隔制御 による変更 を各階

毎,各 機器毎に行 っている需要家が約50%

あ り,こ れ らの需要家への個別機器の直接

制御 も困難が予想 される。また,こ れらの占

める比率も将来増加することと予想される。

① エネルギー源(%)

臨)£1鬼(10)

ガス他:

② 設定温度の遠隔制御(%)

図3空 調設備(冷 房)

○暖房用エネルギーに電力の占める割合は

30%程 度である。

③ エネルギー源(%)

内は件数

図4空 調設備(暖 房)

○蓄熱槽 を保有 してい る需要家は1/3程

度あるものの,蓄 熱契約を締結 している需

要家はその内1/4程 度である。

菜務 蓄熱契約

()内 は件数

図5蓄 熱 槽(%)

○蓄熱槽 を保有 している需要家において,

蓄熱時間帯の設定が可能な設備を有するも

のが25%あ る。

表2蓄 熱槽の制御(母 数24ビル)

① 運転能力制御

件 数 実施率

蓄熱槽 自体 の制御 2件 8.3%

熱 源 機 の 制 御 11件 45.8%

② 時間帯制御

件 数 実施率

蓄熱時間帯設定可能 6件 25%

放熱時間帯設定可能 6件 25%

(4)エ ネルギー管理

○電気エネルギーにつ いては,か なりの需

要家が時間別 までの管理 を行 っている。

(電力量:70%,最 大電力:40%)

また,機械管理 も各対象項 目について1/

3～1/4の 需要家が実施 している。

○電気以外のエネルギー(ガ ス,石 油 ・石

炭,水 道)の 管理は,日 単位程度が一般的

である。

○全体でみると約40%の 需要家が コンピュ

ーターを利用した管理 を実施 している。
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しか しながら,その内約1/3は 空調需要程

度 しか対象 としていない。

○将来,コ ンピュー ターによる管理の割合

が一層増加す ることと予想され る。 このこ

とは遠隔自動制御の可能性が増す ことを意

味す るとも考えられ,電 力側か らの要請に

よる負荷制御に結びつければ,効 果が上が

る方向となると考 えられる。
① 電力量 ② 最大電力

80

60

40

20

一
."__75""__

鍾

冒一冒 一 一,等,"P,,,

機械管理
竺

;2 20 16

il 覇 ・・

易 易 慈 乙
別 他

③ 力率

盤
機械管理

F

竺

監9一 16凹

7竃

「L

易 易 丞
他

0

0

0

0

0

8

Cり

4

2

0

一至

機械管理
望

21
ヨ匪7

翻 921

易 易 窩 秀
別 他

④ 管理単位

　箆

機械管理

空2220

.】籠 訂 薫

用
途
別

フ

ィ
ダ

ー
別

各
階
別

総

合
計

図6電 力エネルギー管理(件 数)

80

60

40

20

0

ガス 石油 ・石炭 水道

図7そ の他エネルギー管理(件 数)

75

鍾
一

1月別

難 日申
塾

37

笏時間

一

卸

・鶉 ,諺 易

()内 は件数

図8コ ンピューター管理(%)

(5)省 エネ対策

○照明では,遠 隔制御が23%と かなり採用

されている。

この照明の制御のうち省エネに大 きな効

果があるといわれている昼光連動調光は2

件 しか見受 けられない。

○空調では,外 気取 り入れ制御,最 適起動

停止制御,等 各種の制御が,採 用されてい

る。

○エ レベーターの群管理 も約40%の 採用率

となっている。

デ ィ マ ン ド

力率

0

(照 明)

スケジ・一・調 光 撫

50 100(%)

牌 一ン点 滅

(舞),
昼 光 連 動

遠隔 制御

0
(空 調)

最 適 起 動 停 止;

50 100(%)

可変 風量

熱 回収

iC'7i)

0

(エ レ ベ ー タ ー)

群 管 理

50 100(%)

050
()内 は件数

図9省 エネ対策等実施状況

(トータル75件)

100㈱
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(6)通 信制御線

○需要家内で負荷等の監視 ・制御を行 って

いる通信制御線 としては約70%が 弱電流線

であった。

表3通 信制御線の種類

通信制御線 件 数 実施率

弱 電 流 電 線 13件 72%

同 軸 ケ ー ブ ル 4件 22%

光 フ ア イ バ ー 1件 6%

不 明 6件 一

計 24件 一

(注)実 施率は制御線種別の回答があった件数

(18=24-6)に 対する比率で示す。

4.あ とが き

ここまで,業 務用需要家 を対象 としたアン

ケー ト調査結果について述べ て来たが,こ こ

で電力負荷平準化の観点から,電 力からの直

接制御 を中心に統括的に纏めてみる。

まず第一に,か なりの需要家で負荷機器の

自動制御 ・遠隔制御用の装置が既に導入され

ており,電 力からの制御 を考える場合,需 要

家内のこれ らの装置 といかに協調するかが今

後の大 きな課題 と考えられる。

第二に,空 調設備については,需 要家の生

産活動,業 務活動に直接的な影響が比較的に

少な く,負 荷抑制等の制御 を実施 した場合そ

の効果が大 きいという観点も含めると,電 力

か らの直接制御の第1の 候補 として考えられ

る。

しかしながら,こ れら空調設備は今回の調

査結果 にもあるように,そ の熱源は1台 では

なく複数台により実施されている場合が多 く,

今後 ともこの比率は増加 してい くもの と考 え

られる。また,OA化 の更なる進展等に伴い,

オフィス等 におけるア メニティ要求 が高 ま

り,各 階各部屋毎の温度設定 ・変更 といった

ゾーン別の空調制御の比率 の増加 とあいまっ

て,個 別分散化が今後 ますます増えることと

考 えられる。

このため,こ れ らの個別分散化 した空調設

備に対する電力か らの制御の在 り方について

も検討をする必要があると考 えられ る。

また上記の2点 か ら,電 力からの需要家内

機器制御については,そ の負荷機器 自体の直

接的制御のみではな く,電 力は需要家の最大

電力(負 荷機器合計)を 制御 し,制 御機器の

選定等は需要家の意志 ・判断に任せ るという

方法 も考 える必要がある。

なお,電 力か らの直接負荷機器制御は単な

るON・OFF制 御ではな く,需 要家の利便

性 と経済性の確保 を図 りなが ら制御 しなけれ

ばならない と考えられる。

第三に,料 金制度面における負荷平準化方

策の一翼 を担っている蓄熱契約について見る

と,蓄 熱槽は保有 しているものの,契 約条件

が整わない等の理由によ り,蓄 熱契約 を締結

していない需要家が多 く,こ れ ら契約未締結

の需要家の取 り込みについて も考 える必要が

ある。

今回の実態調査が,今 後なされるであろう

直接負荷機器制御 に関する検討の一助になれ

ば幸である。(おお くぼ かつひご 主任研究

員)
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〔参考〕

1.ア ンケー ト実施方法

㈹ 日本 ビルエネルギー総合管理技術協会

のご協力により,同 協会の会員会社の内20

社程度にアンケー ト用紙を送付 し調査 を実

施 した。(各社5～10ビ ルを対象 とし,計150

ビル)

なお,調 査実施対象 は関東地区の延べ床

面積5,000m2以 上のビル とした。

2.ア ンケー ト内容

(1)事務所概要

・業種

・延べ床面積

・建設年等

(2)契約電力の概要(・ 蓄熱契約等も含む)

(3)自家発

・容量

・台数

・運転方法等

(4)最大電力の調整

① 自主的負荷調整

・現状

・将来(季 時別料金制度導入時)

②電力か らの要請があった場合

(5)空調

7

・空調方式

・容量

・台数

・制御方法等

(6)蓄熱槽

・種類

・容量

・運転方法等

(7)必要 とす る電力会社サイ ドの情報

(8)エネルギー管理

①管理項 目

・電気

・ガス

・その他

②管理方法

・コンピューター管理

・実施項 目

・システム等

③省エネ対策等のコンピューター制御

・実施項 目

・制御方法

・実施単位等

(9)主要電力機器

・容量

・台数

(注)調査表は別添の とおり



3.ア ンケ ー ト結果

3.1調 査ビルの概要
α}業 種

業 種 事務所 事務所,店 舗 雑居ビル ホ テ ル 工場,研 究所 店舗,駐 車場 そ の 他 合 計

ビ ル 数 53
(70%)

5
(7%)

8

(11%)

2

(3%〉

1
(1%)

2
(3%)

4
(5%)

75
(100%)

② 延べ床面積

延べ床 面 積
(万㎡) 0.5未 満

0,5～

1.0

1.0～

2.5

2.5～

5.0

5.0～

10.0

10.0

以上 合 計

ビ ル 数 1
(1%)

33

(45%〉

22
(30%)

10

(13%)

6

(8%》

2
(3%)

74

(100%》

{3)階 数

階 数 1～4階 5～7階 8～10階 11～13階 14～20階 21～30階 31階以上 合 計

ビ ル 数 4
(5%)

12

(16%)
25
(33%)

21
(28%)

7
(9%)

2

(3%)

4

(5%)
75
(100%)

)

〆

㈲ 建設年

建 設年 20年以前 21～37年 38～44年 45～50年 51～60年 61年以降 含 計

ビ ル 数 4
(5%)

4
(5%)

18
(24%)

18
(24%)

24
(32%)

7
(9%)

75
(100%)

⑤ 契約電力

＼ 供給電圧 特 別 高 圧 高 圧

合 計契約電力 2,000kw以 上 2,000kw未 満 500kw以 上 500kw未 満

ビ ル 数 15

(20%)

5

(7%)

36

(48%)

19

(25%)

75

(100%)

3.2自 家発
ω 設置状況

重 油
軽 油 灯 油 不 明 蓄電池 無 し 合 計

巳

500kw以 上 5GOk日未満

ビ ル 数 24
(32%)

17
(23%)

12
(16%)

5
(7%)

4
(5%)

1
(1%)

12
(16%)

75
(100%)

)

② 契約電力カバー率

8一
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3.3最 大電力の調整

(1)需 要家 の自主的な負荷調整

ビル数

詳 細 内 訳

建 設 年 度

(年)

床.面 積

(万㎡)

契約電力:千kW

特 高 高 圧

～

37

38

～

44

45

～

50

51

～

60

61

～ ～

.5

～

1

.0

～

2

.5

～

5

.0

～

10

.0

10

以

上

2

以

上

2
未
満

.5

以

上

.5

未

満

実 施 中 30 4 11 5 7 3 5 11 10 3 1 9 4 14 3

,

自動制御
デマン ド監視 ・制御装置による 11 4 2 4 1 3 6 2 5 1 5 0

主電力計によるCPU制 御 2 1 1 1 1 1 1

遠隔制御

デマン ド監視装置よりの勧告 4 1 1 2 1 2 1 1 2 1

フィダー毎の電力計の目視監視 0

主電力計の目視監視 4 2 1 1 1 3 4

現場に行

き調整

デマン ド監視装置よりの勧告 2 1 1 2 1 1

フィダー毎の電力計の目視監視 1 1 1 1

主電力計の目視監視 6 1 4 1 2 2 2 2 2 2

未 実 施 45 4 7 13 17 4 1 28 11 0 3 1 6 1 22 16

実 施

しない

理 由

対象需要なし 27

実施方法なし 6

実施効果なし 2

テナン トの同意困難 3

その他 7

将来 の実施は考えている 1
＼

＼
合 計 75 8 18 18 24 7 1 33 22 10 6 2 15 5 36i19:

② 電力よりの要請による負荷抑制

調 整 可 能 24 1 9 6 5 3 6 7 7 3 1 7 3 11 3

デマ ンド監視 ・制御装置による自動制御 6 2 2 1 1 2 4 3 3

オベ レータによる遠隔制御 12 1 3 2 4 2 4 2 2 3 1 3 2 5 2

オペ レータが現場へ調整指示 1 1 1 1

現場へ行き調整実施 5 4 1 2 2 1 1 3 1

調 整 困 難 51 7 9 12 19 4 1 27 15 3 3 1 8 2 25 16

困難な

理 由

対象需要なし 27

実施方法なし 7

実施効果なし 2 ＼
テナ ントの同意困難 7 …

その他 8

合 計 75 8 18 18 24 7 1 33i2210 6 2 15 5 36i19
■

`

9



3.4冷 暖房 空調

(1}空 調 方式

方 式 台 数

セ ン トラル システム (57%)43

個 別(各 階)ユ ニ ッ ト (43%)32

合 計 (100%)75

② 容量制御方法

間引き運転 イ ンバータ,そ の他 合 計

ビ ル 数 29
(62%)

18
(38%)

47
(100%)

{3}設 定温度の遠隔制御

変 更 可
変 更 不 可 合 計

各階毎 一 括 機器個別 計

ビル数 20

(31%)

9

(14%)

11

(17%)

40

(62%)

24

(38%)

64

(100%)

㌔

ア
ノ

㈲ 冷房
① エネルギー源

電 気
ガ ス 石 油 蒸 気 合 計

電 気 +ガ ス +蒸 気

ビル数 47
(64%)

7
(9%)

3
(4%)

14
(19%)

0
(0%)

3
(4%)

74

(100%)

② 熱源機台数

1台 2台 ～5台 6台 ～10台 11台 ～20台 21台以上 合 計

ビ

ル

数

電気 10
(13%)

22
(30%)

7
(9%)

5
(7%)

13
(18%)

57
(77%)

ガス 7
(9%)

6
(8%)

1
(2%)

14
(19%)

蒸気 3

(4%)

'

3

(4%)

合計 17
(23%)

31
(42%)

8
(10%)

5
(7%)

13
(18%)

74
(100%)

)
㈲ 暖房

① エネルギー源

電 気
ガ ス 石 油 その他 含 計

電 気 十ガス

ビル数 15
(21%)

7
(9%)

18
(25%)

28
(38%)

5
(7%)

73
(100%)

② 熱源機台数

1台 2台 ～5台 6台 ～10台 11台 ～20台 21台以上 合 計

ビル数 23

(31%)

29

(40%)

8

(11%)

3

(4%)

10

(14%)

73

(100%)

一10一
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3。5蓄 熱 槽

ω 種 類

ビル数

詳 細 内 訳

建 設 年 度

(年)

床 面 積

(万 ㎡)

契約電力:千kW

特 高 高 圧

～

37

38

～

44

45

～

50

51

～

60

61

～ ～

.5

～

1

.0

～

2

.5

～

5

.0

～

10

.0

10

以

上

2

以

上

2
未
満

.5

以

上

.5

未

満

実 施 申 24 2 10 6 5 1 1 9 6 5 3 0 6 3 12 3

水 蓄 熱(電 気) 24 2 10 6 5 1 1 9 6 5 3 0 6 3 12 3

氷 蓄 熱 0
一

そ の 他 0

未 実 施 51 6 8 12 19 6 0 24 16 5 3 2 9 2 24 16

合 計 75 8 18 18 24 7 1 33 22 10 6 2 15 5 36 19

(注)以 下 の② ～(8)で は不 明 の分 は割 愛 した。

〔2)容 量

〔4)蓄 熱 時,熱 源 運 転 能力 制 御

㈲ 蓄熱 時 間 帯設 定

⑥ 残 量 確 認 方法

(8}放 熱 時,運 転 方 法

100㎡ 未 満 100㎡ 以 上

ビル数 4
(18%)

18
(82%)

可 能 不可能

ビル数 11
(48%)

12
(52%)

{3)蓄 熱槽運転能力制御

可 能 不可能

ビル数 2
(9%)

21
(91%)

不可能
可 能

開始時間 終了時間 その他 計

ビル数 16
(73%)

4(い ず れ で も設定 可)

(18%)

2
(9%)

6

(27%)

温 度 水 位 その他

ビル 数 21
(91%)

2
(9%)

0

〔7)制 御 方 法

センターコントロール 個 別 ユ,ニ ッ ト

ビ ル数 10
(50%)

10
(50%)

一定出力運転
使用時間帯
設定可 その他 合 計

ビル数 15
(68%)

6
(27%)

1
(5%)

22
(100%)

一11一



3.6エ ネル ギ ー管 理

ω 管 理 項 目

① 電 気

ビル 数 実施率

電

力

量

月間 75 100%

日間 65 87%

時間別 55 73%

その他 2 3%

最

大

電

力

月間 75 100%

日間 52 69%

時間別 27 36%

その他 2 3%

力

率

月間 72 100%

日間 46 64%

その他 7 10%

管

理

単

位

総合計 75 100%

各階 13 17%

フイ ダ ー別 26 35%

用途別 22 29%

② コ ンピ ュー タ管 理

① 実 施 状 況

機械管理

22

20

16

2

21

17

9

1

19

16

1

20

1

10

4

② その他

ビル数 実施率

ガ

ス

月間 66 100%

日間 51 77%

時間別 10 15%

その他 0 0%

石

炭
・

石

油

月間 37 100%

日間 30 81%

時間別 11 30%

その他 0 0%

水

道

月間 75 100%

日間 64 87%

時聞別 4 5%

その他 0 0%

ビル数 実施率

詳 細 内 訳

建 設 年 度

(年)

床 面 積

(万㎡)

契約電力:千 囲

特 高 高 圧

～

37

38

～

44

45

～

50

51

～

60

61

～ ～

.5

～

1

.0

～

2

.5

～

5

.0

～

10

.0

10

以

上

2
以
上

2
未
満

。5

以

上

.5

未

満

実 施 中 26 34% 3 5 14 4 1 5 7 6 5 2 13 9 4

空調のみを対象 10 13% 1 2 6 1 1 2 5 2 2 6 2

電力エネルギーの全てを対象 7 9% 2 1 2 2 1 1 2 2 1 6 1

全 エ ネル ギ ーを 対 象 9 12% 2 6 1 2 1 2 3 1 5
覧

3 1

未 実 施 49 一 8 15 13 10 3 0 28 15 4 1 0 2 5 27 15

実施 予定あり 5 一

実施 予定な し 44 一

合 計 75 100% 8 18 18 24 7 1 33 22 10 6 2 15 5 36 19

②実施対象

空調のみ 電力のみ 全 エ ネル ギ ー 合 計

現 状 10
(38%)

7
(27%)

9
(35%)

26
(100%)

将 来 11
(37%)

6
(20%)

13
(43%)

30
(100%)

一12一
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③ 通信制御線

弱電流線 同 軸 光 合 計

ビル数 18
(75%)

5
(21%)

1
(4%)

24
(100%)

3.7省 エ ネ対 策 等 の コ ン ピュー タ 制御

〔1)実 施状 況

実施中 実施予定 予定 なし 合 計

ビル数 23
(31%)

4
(5%)

48
(64%)

75
(100%)

② 実施項 目

ビル数 実施率

詳 細 内 訳

建 設 年 度

(年)

床 面 積

(万㎡)

契約電力:千 姻

特 高 高 圧

～

37

38

～

44

45

～

50

51

～
60

61

～ ～

.5

～

1

。0

～

2

.5

～

5

.0

～

10

.0

10

以

上

2

以
上

2
未
満

。5

以
上

.5

未

満

デ マ ン ド 12 16% 4 2一 5 1 3 6 3 6 1 5

力 率 19 25%

＼ ＼

変 圧 器 3 4%

自 家 発 5 7%

蓄 電 池 5 7%

照 明

スケ ジ ュー ル 8 11% 2 5 1 1 2 3 2 5 2 1

パ タ ー ン 9 12% 1 2 5 1 3 1 2 3 5 2 2

昼光連動 2 3% 2 1 1 1 1

人体感知 0 0%

遠隔 17 23% 2 3 9 3 3 4 4 5 1 9 0 4 4

空 調

最適起動停止 17 23% 1 4 8 4 5 3 4 3 2 7 1 6 3

可変風量 21 28% 2 3 13 3 1 8 1 4 5 2 10 1 5 5

外気取 り入れ 26 35% 1 3 3 13 6 1 8 3 7 5 2 9 3 8 6

サ イ ク リ ング 7 9% 1 1 1 1 3 1 3 1 1 1 1 2 4

熱回収 13 17% 1 2 7 3 5 2 3 2 1 4 5 4

エ レベ ータ 群 管 理 27 36% 2 3 5 15 2 4 7 8 6 2 12 3 10 2

合 十一ヨ回 75
■1・i18i18i24i・

1i33i22iloi6i2 1515 36i19

一13一
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(調査表)電 力負荷平準化に関するアンケート

1.調 査事業所

御貴社名 延べ床面積 ㎡

事業所名(ビ ル名) 階数 地上 階,地 下 階

業種 建設年

ビル種別

(注)1.業 種:事 務所,デ パ ー ト,ホ テル,病 院,学 校,マ ンシ ョン,雑 居 ビル,工 場 等

2.ビ ル種別:自 社,貸 しビル3.ビ ル名につ いて は略 号(ANビ ル等)等 で も可

2.契 約電力の内容

受電電力(kゆ 受電電圧(kv)

特別高圧

高圧

業務用

3.需 給醐整契約の種類と内容

(D種 類(契 約しているものにチェック下さい)②

①年間調整契約

口時間帯別調整契約

ロ負荷曲線別契約

②随時調整契約
口通告調整契約

口緊急時調整契約

口瞬時調整契約

③計画調整契約

口休日振替契約

口予定調整契約

口定時調整契約

④蓄熱調整契約

口産業用蓄熱調整契約
口業務用蓄熱調整契約

4.自 家発

(1)容 量,台 数等

工初ギー源別 容量伽) 台数

契約内容

契約の種類 負荷調整量(kの

② 自家発の運転方法

(該当箇所にチェック下さい。()内 には内容を記載下さい。)

口停電時対応(常 時は運転せず)

口べ一ス電源として運転

ロベース電源は,電 力からの受電分で対応し,

自家発は負荷追従運転

(夏期の一般的運転時間帯=～:)

口電力需要のピークカット用として運転

(夏期の一般的運転時間帯:～:)

口その他

()

＼堕ノ

5、 最大電力の負荷調整について(該 当箇所にチェック下さい。()内 には内容を記載下さい。)

〔1)自主的負荷調整

①現状

口実施している 口実施していない
。実施していない理由

口負荷調整する対象需要がない

口負荷調整を実施する方法がない

口負荷調整実施の効果がない

ロテナントの同意が得 られない)

口その他()
。実施している方法(実 施 している箇所のみ回答)

ロディマンド監視制御装置により自動的に負荷調整がなされる

(負荷調整可能な機器を順番付けしている)

ロディマンド監視制御装置の勧告を受けオペレーターが遠隔で

負荷調整をする
ロディマンド監視制御装置の勧告を受けオペレーターが現場へ

負荷調整を指示する

ロディマンド監視制御装置の勧告を受けオペレーターが現場へ

行き負荷調整をする

口各フーダー毎の電力計の目視監視によりオペレーターが遠隔

で負荷調整をする

口各フーダー毎の電力計の目視監視によりオペレーターが現場
へ負荷調整を指示する

口各フーダー毎の電力計の目視監視によりオベレーターが現場
へ行き負荷調整をする

口主電力計の目視監視によりオペレーターが遠隔で負荷調整を

する

口主電力計の目視監視により現場へ負荷調整を指示する

口主電力計の目視監視により現場へ行き負荷調整をする

口その他()
O負 荷調整可能機器

口駐車場,給 気ファン1コ 駐車場,排 気ファン

ロ空調用,給 気ファン

ロその他()

②将来幸時別料金制度(2季 節3時 間帯)出 来た場合の自主的負荷調整
口実施する 口実施しない
O実 施 しない理由

口負荷調整する対象需要がない

[〕負荷調整を実施する方法がない

口負荷調整実施の効果がない

ロテナントの同意が得られない

口その他()
②電力から緊急時の負荷調整の要請があった場合

口実施できる 口実施できない
O実 施できない理由

口負荷調整する対象需要がない

口負荷調整を実施する方法がない

口負荷調整実施の効果がない

ロテナントの同意が得られない

口その他(
。実施方法..

ロディマンド監視制御装置により自動的に負荷調整がなされる

(負荷調整可能な機器を順番付けしている)

ロオペレーターが遠隔で負荷調整をする

ロオペレーターが現場へ負荷調整を指示する

ロオペレーターが現場へ行き負荷調整をする

ロサイクリングコントロールを実施

口その他()

2季節3時 間帯料金制度
1316

夜
間 ②回

夜
間 一

③ 昼 間 ③

電力料金格差
①〉②〉③

夏期

その他

)'
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6.冷 暖房空調について

ω空調方式(該 当箇所にチェック下さい。(

ロセントラルシステム(中 央式)

口各階ユニット(各 階分散型)

口各部屋ユニット(各 部屋分散型)

ロファンコイルユニット

ロパッケージユニット

ロその他(

②冷房

)

)内 には内容を記載下さい。)

il緯繋
〔3緩房

機 器 エネルギー源 容量 台数 機 器 工祁ギー源 容量 台数

{4)容量制御方法

口台数制御 ロアンロード制御

口その他()

{5}容量制御範囲

ロステップ制御(段 階)

ロリニア制御(Max%～Min%)

⑥設定温度 一'-
O遠 隔による設定温度変更

口変更可(各 階毎)目 変更可(一 括)

口変更可(そ の他:)

口変更不可
。設定温度制御信号

ロアナログ方式 ロディジタル方式

7.蓄 熱槽(蓄 熱槽を保有 している箇所のみ記載)

ω 種類(該 当箇所にチェック下さい。()内 には内容を記載下さい。)

口水蓄熱

口氷蓄熱

口その他()

② 容量

㎡

(3}運 転iliiee(i}ill51Sfi7にチェック下さい。()内 には内容を記載下さい。)

①蓄熱時

ア.蓄 冷槽の容量切替え

口可能 口不可能
。蓄熱槽の容量切替え可能の場合の遠隔操作

口可能 口不可能
イ.蓄 熱時の,熱 源機の運転容量変更

口可能 口不可能
O蓄 熱時の,熱 源機の運転容量変更可能の場合の遠隔操作

口可能 口不可能

ウ.蓄 熱開始,終 了時間設定

口可能(段)口 不可能
。蓄熱隔,終 了時間設定可能の場合の運転方法

口蓄熱開始時間設定

口蓄熱終了時間設定

口その他()
。蓄熱開始,終 了時間設定不可能の場合の運転方法

口夜問時間帯になると熱源機の容量一杯で運転開始

口夜間時間の終了時に蓄熱が終了するよう運転

口その他()

)'

エ.蓄 熱の残可能量確認

ロ温度

ロ水位

口その他()

②放熱時
。運転方法

口使用時間内一定出力運転(熱 源機で負荷追従運転)

口使用時間設定可能

口その他()

⑧制御方式

ロセンターコントロール方式

口個別ユニット方式

8.電 力とお客さま間の情報伝達について下記に記入下さい
ωお客さまの電力設備の監視制御者からみた必要な電力会社の情報

②電力需要の消費者からみた必要な電力会社の情報

9.エ ネルギー管理について

ω管理項目(管 理している項目にチェック下さい。()内 には内容を詑載下さい。)

①電気
ア.電 力量'

口月間電力量 口B間 電力量 口時間別電力量(時 間毎)

口時間帯別

口その他()
イ.最 大電力

口月間最大電力 ロ日間最大電力 口時聞別最大電力

口その他()

ウ.力 率

口月間力率 口日間力率

口その他()

エ.管 理単位

口総合計 口各階 口用途別 ロフィーダー別(フ ィーダー)
。用途別に管理している場合の区分項目

口冷暖房 ・空調 口厨房関係

口その他(}

②ガス
ア.消 費量

口月間消費量 口日間消費量

口その他(

イ.そ の他

(

③石油 ・石炭 ・まき
ア.消 費量

口月間消費量 口日間消費量

口その他(

イ.そ の他

(

口時間別消費量(時 間毎)

)

)

口時聞別消費量(時 間毎)
)

)



一
①

1

④水道
ア.消 費量

口月間消費量 口日間消費量 口時間別消費量(時 間毎)

臼その他()
イ.そ の他

()

⑤その他

()

②管理手法(該 当箇所にチェック下さい。()内 には内容を記載下さい。)

①コンピューター管理

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
。実施対象
・現状 口空調のみ対象 〔]電力需要全てを対象 ロエネルギー全てを対象

・将来 口空調のみ対象 口電力需要全てを対象 ロエネルギー全てを対象

②実施項目
ア.現 状

口電気 ロガス ロ石油・石炭 口水道 口その他()

イ.将 来

口電気 ロガス ロ石油 ・石炭 口水道 口その他(}

ウ.電 気の実施項目
。電力量

口月問電力量 口日間電力量 口時間別電力量(時 間毎)

口時間帯別

口その他()
。最大電力

口月間最大電力 口日間最大電力 口時間別最大電力

口その他()
。力率

口月間力率 口日間力率

口その他()
。管理単位

口総含計 口各階 口用途別 ロフィーダー別(フ ィーダー)
エ.用 途別に管理している場合の区分項目

口冷暖房 ・空調 口厨房関係

日その他(}

③システム
ア.製 造者

イ.型 式

ウ.通 信制一 一一一『 一一『 一

口弱電流電線(V)口 同軸ケーブル ロ光ファイバーケーブル

④管理箇所

口当該ビル内の管理箇所より制御 口他のビルより遠隔制御

(3)省エネ対策等のコンピューター制御(該 当箇所にチェック下さい。()内 には内容を記載下さい。

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし

①実施項目(実 施中,将 来実施予定の箇所のみ記入下さい)

ア.デ イマンド
Oデ ィマンドコントロール

ロ実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
・ディマンドコントロールの方法

口順位付け 口容章制御 口設定値(ex.温 度)の 変更

口その他()
。その他

()

㌦)

イ.力 率
。力率制御

口実施中 日将来実施予定 口実施予定なし
ウ.変 圧器
。変圧器台数制御

口実施中 日将来実施予定 口実施予定なし
。その他

()
工.自 家発(停 電時の対応設備分)

。()

オ、蓄電池(停 電時の対応設備分)
。()

カ.照 明設備
Oス ケジュール調光制御

口実施中D将 来実施予定 口実施予定なし
Oパ ターン点減制御

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
O窓 際(昼 光連動)調 光制御

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
。人体感知点滅制御

口実施中 口将来実施予定[⊃ 実施予定なし
。遠隔制御

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし

遠隔制御調光方法

ロリモコン ロワイヤレス ロ電力線搬送 口集中制御

口その他()
。その他()

キ.空 調設備
。最適起動・停止制御

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
・実施単位

ロー括 □各階毎

口その他()
。可変風量制御

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
・実施単位

ロー括 口各階毎 口各ユニット

ロその他()
。外気取り入れ制御

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
Oサ イクリング制御

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
・実施単位

口各階毎

口その他()
・停止時間幅変更 ,

口随時可(ス イッチ)口 随時可(プ ログラム)
口変更不可 口その他()

。熱回収空調

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし
。その他の制御

()

)'
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ク.エ レベーター
Oエ レベーター台数

台
。エレベーター群管可 一一

口実施中 口将来実施予定 口実施予定なし

コ.そ の他
。制御内容

〔 〕
10.主 要電力機器

(1)夏 期 ②冬期

t

嵩

1

主要電力機器 容量 台数

冷
暖
房
.

空
凋
●

換
気

そ

の

他

主要電力機器 容量 台数

冷
暖
房
●

空

翻
・

換
気



原子力 とソフ トウェアの信頼性

栗 原 利 夫

1.は じめ に

ディジタル計算機の信頼性の向上 ととも

に,原 子力発電所の運転の場に直接的に応用

しようとす る動きがでてきてお り,そ の場合

発電所の安全性,信 頼性への影響の観点か ら

ソフ トウェア信頼性が関心を呼んでいる。原

子力の確率論的安全評価 との関連 を含め広 く

原子力安全 とソフ トウェアの信頼性の関連に

ついて考えてみる。

以下では原子力開発における計算機技術の

利用の変遷,ソ フ トウェアー般の信頼1生と安

全性の考え方,そ うした観点からソフ トウェ

アの問題点 と高信頼性/高 安全 陛達成のため

の手法,さ らにはそのための研究開発の具体

例等について概説す る。

聲

1習 騨一
翼 …

198082848788

(TMI)

SPDS

図1原 子力におけるソフ トウェアの関わ り

の変遷

2.原 子力におけるソフトウェアの関わ りの

変遷

図1は 軽水炉 におけるソフ トウェアの関わ

りの変遷 を大 まかに表 したものである。歴年

に対する計算機利用度 を示 したものである。

重要な点は次の通 りである。 、

前述の様に当初 よりの設計,事 象解析への

利用はほぼ安定的な様相 だったが,米 国ス リ

rマ イルアイラン ド(TMI)発 電所事故をき

っかけとして1980年 頃以降運転支i援への応用

が急速 に進展 している。利用の形態 としてど

う変わってきているか,ま た計算機の役割が

如何に変質 して きたかが示されている。

伝統的な原子炉の設計あるいはシミュレー

ションの形で推移 して きた部分がある。原子

力開発の初期 にはむしろ原子力が計算機の発

達 を促す役割を果たしていた時代があった。

その後は逆に計算機技術の発達が原子力の開

発 を促す形 になって きた。 こうした伝統的な

計算機利用の形態は安定 した状況になってい

る。ところが,TMI事 故以降これ とは別 な利

用の形態が増加 している。それは運転支援,

自動化 といった領域である。

このことを示す具体的な例として,安 全パ

ラメータ表示システム(SPDS)開 発,ハ ルデ

ンの計算機信頼性 に係る4つ のプロジェク ト

)

)
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が1981年 に始まっている。 また,基 準,指 針

類 もい くつか策定されている。1982年 には米

国国立標準協会(ANSI)/電 気 ・電子工学学

会(IEEE)規 則が共同で作 られ,1987年 には

同様 の基準がANSI/ANS(米 国原子力学

会)の 指針 として策定 されている。これ らを

集大成する形で国際原子力機関(IAEA)の テ

クニカルレポー トIAEA/TR-282が 発行され

ている。内容的にはソフ トウェア開発工程 を

分解 し,そ れぞれの段階においてどのような

ことを注意すべ きか どうかのようなチェック

リス トを用いて品質を高めるか といった枠組

みである。

以上のように1980年 を境 として設計,事 象

シミュレーションか ら運転支援,自 動化に用

途が変わってきている。従来のソフ トウェア

の検証用 として設計解析 コー ドの場合 にはベ

ンチマー ク試験が行われた。また複雑 な事象

の場合実験的に確証ができない場合 もあり,

その場合でも保守側の考 え方を導入すること

によりソフ トウェア全体 としての信頼度を確

保 して きた。それに対 して運転支援,自 動化の

場合 にはそれ らに対応する検証方法があるの

かどうか ということが問題 となってきている。

3.ソ フ トウェアの信頼性 と安全性

一般 に ソフ トウ ェア を一つの システム と見'

た 場合 に信 頼性 ・安全性 の問題 を考 えるの に

は二つ の側 面 か らみ る こ とになる。一つ は ミ

ッシ ョン指 向の観 点 そ して安 全性 の観 点が あ

る。 それ ぞれ異 な った内容 とアプ ローチ に な

って いる。

1984年 にN.Levensonは,こ れ らにつ いて

次の よ うに定義 して い る。

信 頼性:シ ステムが指 定 された期 間,所 定

の機能 を達成する確率である。

安全性:シ ステムが所定の機能を満足す る

しないに関わらず,ハ ザー ドを起こす ような

条件が発生 しない確率である。

両者は場合によって相反する性質 を持つ。

また,「安全性 とは,何 らかの環境条件下 に

おいて生命/健 康の危険や資産の損傷の よう

な不如意なできごと(mishap)を 引き起 こし

得 るシステムの状態(ハ ザー ド)を 具 えてい

ない状態をいう」(MIL-SID-882B1984)と

の定義 もある。大人には余 り危険でない剃刀

も使い方を知 らない子供にとっては危険にな

るとい うような,本 来の使用者,使 い方が異

なることにより高信頼だったものがそうでな

くなるのをソフ トウェアハザー ドと区別する

ものである。

(1)ソ フ トウェアフォール トとソフ トウェア

ハザー ドの相違,

一般にソフ トウェアフォール トとソフ トウェ

アハザー ドについて次のように定義される。

ソフ トウェア:記 述間違い,文法的間違い,

フ ォー ル ト 論理的矛盾に基づ く間違い

等

ソフ トウェア:通 常は誤 りを起こさないが,

ハ ザ ー ド 予期されなかった事象,あ

るいは事象の連接が起 こっ

た時に,初 めて誤 りに転 じ

るようなソフ トウェアの内

部の状態である。これは,

オペレーティングシステム

(0/S),バ ス,コ ンパ イラ

等の中に原因がある。

具体的には以下のような期待に応えられな

かった場合,そ の原因がソフ トウェアハザー

ドである。

一19一



①入力部のハー ドウェアを駆動す るソフ'ト

ウェアは,実 時間関連性 を保ちながら,

一連の関連事象を余すことなく読み込む

か。入力部 と外部 との非同期性が問題 と

なる,

②割 り込 み非決定要 因を内部 に持 つ場合

等,処 理順は正 しく守られるか。

③数値計算がある場合,分 母が零 になった

り,演 算誤差が致命的影響を及ぼす状態

にならないか

④応答時間は満足か。

⑤バス通信は正 しく行われるか。

この分析には,EMEAやFTAを 利用 しよ

うとする動 きがある。

(2)ソ フ トウェアライフサイクル

ソフ トウェアの信頼 【生・安全性の問題 をソ

フ トウェアの ライフサイクルの観点から検討

してみる。高品質ソフ トウェアを高い生産性

で開発するためにはどうすれば よいか とい う

発想からソフ トウェア開発のフレームワー ク

として生まれたのが,ソ フ トウェアライフサ

イクルである。ソフ トウェアライフサイクル

とは,コ ンピュータシステムへの要求が発生

しソフ トウェアが誕生 し,稼 動,運 用,保 守

され,最 終的 には廃棄 されるまでの期間をい

う。

一般 にソフ トウェアのバグの発生源,バ グ

の検出過程,そ の修復費用の分析等には,ソ

フ トウェアのライフサイクルの工程 を計画の

要求仕様か ら設計,製 作,検 査及び保守 とい

った開発か ら利用までの各段階 ごとに検討 し

てい く考え方がある(図2)。

このライフサイクルの中で最 も難 しいと言

われるRequirementの 領域 を実は二つ の領

域に考 える必要がある。

Requirement

Specification

Design

Implementation

Testing

Operation

Maintainance

要求定義
o

仕様決定

システム設計

プログラミング

テス ト
o

運 用

u

保 守

図2ソ フ トウェアライフサイクルの例

(ウォータフォールサ イクルモデル)

即ち,こ のRequirementの 段階で想定 しな

かった或いは想定できなか った事象 まで も含

む の が ソ フ トウ ェア の 安 全 性 で あ り,

Requirementの 段階 で想定 した範 囲につい

ての事象を考えるのがソフ トウェアの信頼 陛

の問題 と区分することができよう。このよう

に安全性あるいは信頼性の視点が異なること

によってアプローチ も違 って くる場合があ

る。特 に,ソ フ トウェアの安全性の場合,一

つのソフ トウェアの問題に限 らず,構 築する

システム,組 み込 まれるハー ドウェア全体の

中でどう係わるかを考えなければならない。

4.あ るサイズ以上のソフ トウェアに関する

問題点

以上のようなソフ トウェアの信頼陛 ・安全

性確保の観点から一定規模以上のプログラム

を対象 とした場合の現実的な問題点は次の通

りである。

(1)プ ログラムを数学的に表現 し,演 算させ

ることができないために,フ ォーマルな検

証ができない。

(2)あ るサイズ以上になると,内 部状態数や

その組合せが極めて多くなる(特 にアナロ
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グ値を扱う場合)。状態機械によっても検証

で きない,繰 り返 し実行 される構造体 も少

ない,な どが起 きる。従って状態 とその組

合せを検証可能なレベルにとどめる様な配

慮が必要である。

(3)通 常の手続型プログラムでは,文 面の制

御手順が人の思考過程 と異なるために,プ

ログラムを読んで人為的に検証することに

限界がある。例えば,人 の思考過程に近 い

プログラム言語で記述 し,そ の記述を検証

可能な抽象機械などを用いて検証 し,コ ー

ドへの変換 を行 う,等の工夫が必要である。

(4)オ ペ レーティングシステムについては,

次の様な問題がある。通常のマルチプログ

ラムオペ レーティングシステムを用いた非

決定性ソフ トウェアでは,予 め静的に実時

間軸上での動的振 る舞いや,処 理のタイ ミ

ングを検証することが難 しい。実行させて

検証/確 認する場合 には,実 際の使用環境

を模擬 した試験環境 を設定することが容易

ではない。動的振 る舞いを静的に検証で き

るようにするためには,ハ ー ドウェア との

非同期的インターフェイス(例 えば,ダ イ

レク トメモ リアクセス(DMA)や 外部割 り

込み,通 信プロ トコール,バ ス渡 り等)が

障壁 となる。これらのことから,割 り込み

を許さない等非決定性のできるだけ少ない

オペレーティングシステムを用いる必要が

ある。

5.高 信頼性/高 安全性ソフ トウェア

前記のソフ トウェアハザー ド分析及び外界

への リスクアセスメン トを除 くと,工 学にお

いて高信頼化のために用いられて きた技法 と

高安全化のための技法には特 に差異はない。

要は観点の差にあると言える。

共通の技法,手 法 としては,次 のようなも

のがある。

(a)要求仕様の正当性

プロ トタイピングパラダイム,操 作的仕様

パラダイム,自 動変換可能形式的仕様パ ラ

ダイム

(b)設計仕様の正 しさ向上

検証可能モデル,公 理的仕様,表 示的仕様,

性能予測

(c)V&V(検 証 と確認:ユ ーザの曖昧なニー

ズとプログラム間のギャップを埋める)

検証:仕 様 とそれに従って製作された実体

との等価性 を公理,定 理,検 証可能モデル

等によって証明する。

確認:最 終生産物が仕様の基になっている

ユーザのニーズを満たしている度合 いを問

題領域 において確認す る。仕様はユーザの

ニーズを完全 に表現 していない。

(d)ソフ トウェア信頼度成長評価 と残存フォー

ル ト推定(実 務レベル)

(e)ソフ トウェアダイバー シティ

設計ダイバーシティ:設 計アル ゴリズムの

違 うものの組み合わせ

プログラ ミングダイバーシティ:プ ログラ

ム言語の違 うものの組み合 わせ

N-versionダ イバーシティ:異 なるコンピ

ュータのソフ トウェアを組み合わせ

*ハ ー ドウェア故障はランダムに発生する

から同じものを多重化すればよいが,ソ フ

トウェアの故障はそうではな く,同 じよう

にエラーを発生するため。

(開発者,ア ルゴリズム,プ ログラム言語 を

変 える等)

(f)ソフ トウェアフォール トトレランス
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(9)実行時セルフチェック(最 近重視 されてい

る)。

6.ソ フ トウェア研究会の動き

現状のソフ トウェア工学では 「信頼性の高

くない人間がやは り信頼性の高 くないコンピ

ューター を使 って如何 にして高信頼度のシス

テムを作 るか」 とい うのが最大の関心事であ

る。

(1)不 良(バ グ)の 混入防止(当 面の重点)

・要求分析等

・数人によるチェックアウ トレビュー

(2)不 良の摘 出

い くらバ グ混入防止の努力をしても不良は

完全になくな らないため,そ の上で各種のテ

ス トを実施 して出荷前までにはできるだけ信

頼計の高いシステムにする。そのためのテス

トの手法,テ ス ト項 目の設定等について何度

も失敗 を繰 り返 しながら必要に迫られて対応

を行 っているのが生産現場の現状である。

(3)エ ラー検出の実験例

数年前に研究会で発表されたショッキング

なデー タがある。8人 の被験者(有 数企業の

プログラマー)に 予めバグを入れたプログラ

表1

ムを提示 し,時 間無制限でバ グを発見 させ る

実験を行 った。そのうちに3人 が時間のば ら

つきはあるが11個 のバグを検出し,最 も少な

い人で4個 検 出した。このプログラムは約170

ステップ数のPL-1で 書いた事務処理用のプ

ログラムであ り,プ ログラムのレベルとして

はそれほど難iしいものではなかった。実験環

境の詳細は不明だが,結 果 としては驚 くべ き

ことは,混 入させたバ グ数が実は15件 であっ

た。'即ち3人 が最 も多 く11個検出 したが,そ

れで もバ グは4個 も残 っていた ということで

ある。このことは,現 状のプ ログラム開発の

状態を端的に表している。

即 ち,

・作成者は正 しいと思って作 っており,間

違いはない,バ グはないとい う先入観,

期待感がある。

・作成者は どこかで自分に妥協 してしまう。

将棋の例でいうと,詰 め将棋で7手 詰め く

らいまでだと何 とか解 こうとす る。それは必

ず解があり,し か も手数が判っているとの情

報がある。 ところが,将 棋の本番 ではそれほ

ど先 まで読 まずに手を動か してしまう。同様

外部仕様テストと内部仕様テスト

特 長
No. テス ト分類 基礎となる仕様

長 所 短 所

1 外部仕様テス ト ソフ トウェアの外部仕様 ユーザーの立場か ら 外部仕様には現れな
・・プ ロ グ ラ ム ま た は モ のテス トができる い内部仕様上の特殊

ジュール をブ ラック な箇所のテス トが漏
ボックスとして見た

く
れる

仕様
・ユーザーから見た仕

・ 様

2 内部仕様テス ト ソフ トウェアの内部仕様 内部仕様上から網羅 外部仕様上規定され
・・プ ロ グ ラ ム ま た は モ 的にテス トができる ていながら,実 現 さ

ジュールの内部構造 れていない部分のテ
・ を規定す る仕様 ス トが漏れ る
・開発す る者か ら見 た

・ 仕様
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にバ グ検出には 「何か得たいの知れないもの

に立ち向か う」 というような状況が非常に強

く,こ れを定量的に把握できないというのが

この分野の最近の動向である。

(4)外 部仕様テス トと内部仕様テス ト

そうした定量化のためのアプローチの例 を

以下 に示す。(表1)

外部仕様テス ト:ユ ーザの立場からその要求

事項に見合 っているかをテス

トする。

内部仕様 テス ト:作 成者がソフ トのロジック

等内部構造に着 目してテス ト

する。

後者が,プ ログラム部品の精度 を高めると

する考 え方に近い。大 きなシステムは多重化

すべ きであるとの意見 もあるが,そ うしたシ

ステムは多 くのプログラム部 品の集まりにな

っているわけで,部 品の信頼度を上げなけれ

ば全体 システムの信頼度は決 して高 くはなら

ない。その意味で,ま ず部品の信頼度を徹底

的に高めよう,そ の うえで外部仕様テス ト等

で全体の信頼度 を高めようとするのが現実的

な取組である。

最終的にはこの外部仕様テス トでシステム

の信頼度 を評価するが,現 状では確立された

検査方法,評 価方法がある訳ではな く,経 験

的なノウハ ウベースで行っている。即 ちどの

ようなプログラムならばバグで何ステ ップ毎

にどれ くらいあるか,ま たどれ くらいのステ

ップ数のプログラムに対 しては検査項 目をど

うすればよいかとかい うの を経験的にデー タ

を集めて,そ れを自分の作ったプログラムに

当てはめて目標を定めて検査 を行 うものであ

る。 この方法の欠陥は,経 験的な指標 に見合

ったバグが摘出で きるとそれで安心 して しま

い,自 分を疑 うということはしないものであ

る。これにはプロジェク トリーダが試験項目

を追加すべ き等のア ドバイスを行って対応し

ているのが現状である。こうしたことを繰 り

返 し,最 終的にはこの程度の信頼度だからこ

の程度で経験的に大丈夫だろ うということで

出荷 している。このようにいままでの経験が

活かせ るような範囲では大 きな問題はお こさ

ないが,こ の経験が効かないものの場合 に ト

ラブルを起 こす。こうしたことがソフ トウ手

アの信頼度の中に含 まれる。従ってソフ トウ

ェアの信頼度 というのは,捉 え方が非常 に漠

然 としてお り,担 当者あるいはプロジェク ト

リーダの技量に依存していることになる。

前段の部品のレベルでの信頼度を定量的に

行 うことを検討 してみる。従来か らテス ト方

法であるコー ド,エ ッジ,パ スを使 う。例え

ばコー ドはフローチャー トで書かれたプログ

ラムをコー ドレベルで一度通ればテス ト終了

とい う方法である。エ ッジは,フ ローチャー

トでいう制御線あるいは連結線のパスを全部

一通 り通ればテス ト完 了 とい う考 え方であ

る。パスは入口と出口を抑 えておいて,そ の

間の全ての経路をテス トする方法である。勿

論 このパスが最 も良い方法である。 しか し,

このパスは,判 定命令あるいは分岐命令の数

をN個 とす ると2N程 度の膨大なパス数 にな

る。性能追求型を大 きなソフ トウェアではと

ても適用できない。最近では,モ ジュールを

できるだけ小 さく作 る。例 えば東芝でのよう

に50ス テップ ぐらいずつに しようとする方法

がある。この程度であれば,力 ず くでもでき

る。もう少 し大 きな規模のプログラムに関す

る実験結果 を図3,4に 示す。これから,通

常我々が作 る200ス テップ程度のモジュール
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図3手 続 き規 模 とパ ス 数 の 関 係
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図4手 続 き規 模 とエ ッ ジ数 の 関 係
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図5効 果例(品 質の向上)

だ と,パ スは100程 度になる。このように,モ

ジュール化 してその中で全てのパスをチェッ

クしようとするのが最近のソフ トウェア開発

の流れになっている。

図5に テス ト工数 とバグ検出率 で示 した品

質向上の実験例 を示す。 この場合,あ る時点

でテス トを終了してお り,そ れで完全か どう

かは 自信はないが,従 来のテス ト方法,工 数

での場合 には約80%の 工数で約1割 強のバグ

数 を残すや り方だったが,そ れに対 してこの

テス ト後 にどこのパスを通 っているかrどうか

ツール を使って確認 した上で,通 っていない

パスに着 目してプログラムを流 してみると,

残 りの10%強 のバグ数が残 りの20%の 工数増

で検出できたものである。今後信頼度を上げ

るためには,こ うした方法を使って,テ ス ト

の工数,設 計の工数 を増や しながら,残 り1

割強のバグを叩きだす とい うや り方を繰 り返

していかなければならない。

7.原 子力におけるソフトウェア信頼性に関

するアクシ ョン

(1)原 子力におけるソフ トウェア信頼性研究

の概要

原子力の分野で計算機の高度利用及びソフ

トウェア信頼性に関する研究開発の動 きをあ

げてみると,以 下の通 りである。

・ECの 情報処理技術研究開発ESPRIソ フ

トウェア信頼性プログラム

・IAEA ,OECD等 による原子力発電V&V

Standard作 り(実 機適用ではCANDU

炉 が 既 に 実 施 さ れ て い る 他,英 国
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Sizewell-B,我 が 国 のABWRに 導 入が

予 定)

・MITIマ ンマ シンシステム(知 識情報 処理
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)

べ一 スの
.MMIの 構 築)

・科技庁ADESプ ロ ジェ ク ト(将 来 的 な原

子 力発 電 の開発 につ いて,計 算機設計 の

全面 的採用)

(2)OECDハ ル デ ンプ ロ ジェ ク トにお け る

ソフ トウェア信頼 性研究

代表例 と してハ ルデ ンプ ロ ジェク トにお け

る高信頼性 ソフ トウェアのための技術 開発 を

見てみ る。 このプ ロジェ ク トに参加 してい る

国は英 国,フ ィ ンラン ド,西 ドイツ及 び 日本

であ り,具 体的 には次 の二 つの研究項 目が あ

る。

①Software-Diversityの 研 究

英 国,フ ィ ンラン ド,日 本 の3機 関が 同

一の仕様 の下 に ソフ トウェアを作成 し
,同

一 の指 標 で比較検討 す るもの であ る(エ ラ

ーの種 類
,発 生状況)。

具体 的 には英国 のあ る機 関 がマイ クロプ

ロセ ッサー でいずれ(原 子力 で)実 用化 し

た と考 え て い る もの に つ い てRequire・

mentを 作 り,そ れ に対 して英国,フ ィン ラ

ン ドの各一 つの機 関及びハル デンが全 く独

立 にプ ログラム を作成 し,そ の成 果 を相互

に比較 した。実施 に当た って連絡 方法,問

い合 わせ の仕 方,互 いに情 報交換 は しな い,

記 録 を とる等約 束 ごとの上 で行 った もので

ある。 それぞれの機 関が ロー カルテ ス トを

行 って一 応の成果 をだ し,そ の うえで最 初

に仕様 を出 した英 国の機関 が用意 したテス

ト要 領 に従 っ て テス トを行 った もので あ

る。 そこで,様 々な問題 が出て きた。 この

AcceptanceTestで 分 かったの は,最 初 の

Requirement提 示 に起 因す るエ ラー が 約

50%あ っ た。これ をAcceptanceTestで 除

去 した。 次に この3つ を一 箇所 に集 め,同

じ問題 を一斉 にや る とい う方法 を とった。

その 時,ま た いま までみつ か らなか ったエ

ラー が数個 あったが,こ の原因 はや は り最

初 のRequirementに あ った。 こ の よ うに

(完全 な ソフ トウ ェア の作 成 は)難 しい と

い うのがわか る。付 け加 え る と,バ グが見

つか ったの は,ラ ンダムに インプ ッ ト空間

を網 羅す るよ うな入力条件 で行 うbackto

backテ ス トで見つ か った もので あ る。約60

万 回実施 して彼 らはそれで(完 全 で はな い

が 極 め てエ ラー の少 ない の が 出来 た とし

て)十 分 だろ う と判 断 して い る。

この一連の活動 をま とめ る と以下の こ とが

言 え る。

・ソフ トウェアのDiversityを 高 め る こ と

が システム全体 の信 頼1生 を高め る こ とに

っ なが る。

・Requirementの 段 階で十分 な対策 が効果

的で あ る。

・backtobackテ ス トによ り相 当信 頼 陛が

向上す る。

こ うした努 力の結果,ト ー タル の信 頼性 の

レベ ル は非 常 に高 い レベ ル に あ る として い

る。従 って この程度 の信頼性 の高 い もの を多

重 化 して使 えば,当 初 の要求仕 様 にあ う もの

と して使 い得 るのか とい う印 象 を持 って い

る。原 子力で は こうした方向 を 目指 してい る。

②SoftwareReliabilityAssesmentの 研 究

CAL(CommonAssemblerLanguage)

等 の 開発 を行 ってお り,こ れ はプ ログラム

をアセ ンブ ラー 言語 に変換 して論 理 との整

合性 を評価 しよ うとす るものであ る。

8.エ キスパー トシステム(E/S)の 信頼性

先に述べ たように,計 算機技術のハー ド的
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ソフ ト的な進歩に伴い,運 転の場 にそれらを

直接的に適用 しようとする動 きがある。安全

保護系の ソフ トロジック化 もその一つである

が,こ こではヒューマンファクターの観点か

ら開発が進め られている運転支援 システムの

中核 となるエキスパー トシステムの信頼性に

っいて検討 してみる。

(1)エ キスパー トシステムの信頼性に関する

問題点

プロダクションルール を用いたE/Sを 実

際の電力系統で運用 している例があるが,こ

れまでの結果から挙げられた問題点は次の通

りである。

・メンテナ ンスができない。ルールが沢山

入ってお り,入 力した人は判 っているの

かも知れないが,第 三者には判 らない。

・if-thenで書 くルールは原因一結果だけの

浅い知恵である。 この場合,全 てのルー

ルを網羅 して入力しないといけな くて き

りがない。 そのため(知識獲i得も含めて)

深い知識による推論 を取 り入れないとフ

レキシブルな対応がで きない。

・E/SのV&Vは 難 しい。何故 ならシステ

マティックなV&V手 法が確立 していな

いか らである。

・rea1-time性 の問題。推論が入 ると,対 象

の応答時間が不確定である。

(2)深 い知識 ・浅い知識

深い知識を使 うという方法でfirstprinci・

pleか ら推論 して問題解決 しなければ ならな

い場合 もある。もし,response-timeが 短い場

合 には,時 間的余裕がないためルールベース

で対応せ ざるを得 ない。安全確保のためには,

ある所で区分けをして,そ の範囲までは,ル

ールベースで迅速に措置し,時 間的余裕が有

る場合 には深い知識を使 って推論 し判断す る

ことになろう。要するに,要 求がた くさんあ

って,早 く判断したい場合 と,そ れでカバー

できない場合 とで使い分 けるようなことにな

る。

例 えば,安 全系は早い判断が必要だか ら,

ハー ドシステムで対応 を行 い,そ うした設定

の上にそれでカバーで きないような場合 に

E/Sを 使 って深い診断 をする とい う手順 に

なる。E/Sを 使 う場合 にはルールベースを

なるべ くやめて深い知識 を使 うべ きであると

いうような割 り切 り方の問題がある。

このように深い知識は実行するのに時間が

かか り,実 時間性が要求 される場合には向か

ない。それに対する解決策の一つの手法 とし

ては次のような例がある。 まず知識を獲得す

る時に最初からモデルを使って深い知識か ら

獲得 してい く。 というのはユーザの深い知識

は比較的に出やすいからである。そうした深

い知識を獲得 し,次 に知識 コンパイラを用い

て,浅 い知識に変換するというものである。

この考 えはまだ研究段階であるが,知 識獲得

レベルでは深い知識 を沢山集め,そ の上でプ

ログラマーはコンパイラを用いて推論の効率

を上げるとい う方法である。

9.最 後に

以上,ソ フ トウェア工学及びユーザ として

の原子力の立場か らソフ トウェアの信頼性の

問題 を議論 して きた。これまで述べてきたよ

うに,た だソフ トウェア単独で考えるのでは

な く,シ ステム的にハー ドウェア,更 にオペ

レータである人間 を含めて考 えないといけな

い。こうしたハー ド,ソ フ ト及び人間の中で

も特 に人間その ものの信頼性 に大 きく依存す
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るのが現状である。

「コンピュー タは信頼で きない。 しか し,

人間はそれ以上 に信頼で きない」(ギルブの法

則)と あるように,信 頼で きないコンピュー

タと信頼で きない人間を組合せて全体 として

如何 に信頼できるシステムを作 るかという困

難な問題に取 り組む ことになる。

更に,運 転支援システムのようなエキスパ

ー トシステムの利用に際 して,そ の信頼性 を

どう評価す るかについての方法論の確立とい

った課題 も多々あ り,ソ フ トウェア工学やユ

ーザだけに止まらない多方面からの積極的な

アプローチが望 まれるところである。

*本 文は,1988年12月19日 に当研究所が主

催 した確率論的安全評価に関する国内シンポ

ジウムにおけるソフ トウェアの信頼性につい

てのパネルセッションの討論 内容 を研究所側

で取 りまとめたものである。なお,当 日の司

会及びパネラー諸氏は以下の通 りである。

司 会:吉 川栄和(京 都大学原子エネルギ

ー研究所助教授)

パネラー:鴻 坂厚夫(原 研東海研原子炉安全

解析室長)

有沢誠(山 梨大学計算機科学科助

教授)

松本吉弘(東 芝重電技術研究所技

監,現 在は京都大学)

宇賀丈雄(原 子力工学試験センタ

ー安解所原子炉 コー ド整備 第三室

長)

花田収悦(NTTソ フ トウェア研

究所長)

(くりはら としお 主任研究員)

)
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イ ンターエ ー ジ ェンシー(IAEA,UNEP,UNIDO,WHO)

ワー クシ ョップ 「大 工業地 帯 にお け る リス ク管 理」

に参 加 して

松 井 一 秋

1.は じ め に

本年4月17日 より1週 間,ギ リシアのアテ

ネで国際原子力機関(IAEA),国 際環境計画

(UNEP),国 連産業開発機構(UNIDO)世

界保健機構(WHO)共 催による 「大工業地帯

におけるリス ク管理のための災害同定評価 と

緊急時対応」 と題するワークショップが開催

され,参 加する機会を得た。

参加の きっかけは,放 射線医学総合研究所

の小林定喜先生からのお勧めによるものであ

るが,私 どもの研究所は設立のご く始めの頃

から,安 全解析,ヴ スクアナ リシスには興味

を持っていて,特 に近藤駿介先生(東 京大学)

に御指導 を願って きた経緯がある。当初,核

燃料サイクルのバ ックエン ドへの適用 を試み

た り,近 頃は,リ スクの比較,安 全 目標の考

え方,新 型炉の設計 目標 などのテーマに取 り

組んでいる。また,毎 年暮れにはPSAシ ンポ

ジウムを開催 して きている。

本文 を読んで頂だければわかるように,こ

の種の問題には今後わが国でもで きるだけ多

くの方々が関心を寄せて下さるのが よい と感

じてお り,こ の報告 もで きるだけ肩のこらな

い,い わば印象記の形にした次第である。

2.プ ロジ ェク トの概要

2-1プ ロジェク トの 目的

過去10年 間に,先 進国と開発途上国の両方

で大災害事故が発生 し,安 全問題 における意

志決定 として,大 工業地帯に集中 している危

険な産業活動の リスクを評価 し,管 理する緊

急の必要性が指摘 されてきている。言い換え

ると,こ のプ ロジェクトは,安 全の問題 を,

人間,社 会,環 境に対するインパ クトとして

捕 らえ,ま た,多 くの場合,工 業に関連す る

活動が問題 を起 こす場合が多いので,そ れを

ある程度広い地域の問題 として考 え,分 析 し

必要な対策 を検討 しようとするものである。

特 に,開 発途上国のように,急 速 に工業化

が進み,既 に問題が顕在化 している場所や,

どうしたらよいのか,手 をこまね いて いる

国々 もあるので,実 際的な面での援助(国 別

のケーススタディの実施や,専 門家育成のた

めの トレーニング)を検討 しようとしている。

ワー クショップは,こ のプロジェクトのス

コープに重要な問題が包含されるべ く実施さ

れ,第1回 は1986年10月 にパ リで開かれ,今

回はその第2回 にあたる。ワー クショップの

目的は,リ スク評価(以 下RA)や 管理 にお

)

)
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けるケーススタディ実施経験の交換,将 来計

画の議論 を中心 としている。

2-2プ ロジェク トの基本的性格

要す るに,特 に原子力分野で発達 した定量

的,安 全評価,例 えばPRA,PSAを 他分野や

広い地域に応用 して役立てようとしている。

IAEA主 体だが,そ こでUNEP,UNIDO,

WHOを 巻 き込んでいる。

問題意識の点で各機関 を類型化すると,次

の3つ が見受けられる。

① 特に後進国のケースで,既 に環境問題,従

業員健康等々の問題が現実 にある所 ブ

ラジル,フ ィリピン,ユ ーゴ。

一体 どうしたら良いのか教えて頂戴 とい

う態度。ひょっとしたらお金 もつ くか もし

れないと思って,色 々と提案はしている。

これ らの問題の多 くはいわゆる労働環境,

および公害問題 に係わっている。 日常的な

問題に限ると,い わゆる先進国ではこの種

の問題はほとんどないとも考えるが,大 気,

水質,土 壌 とい う環境汚染 とい う観点では

世界共通 とも考 えられる。

②IAEA事 務局

どちちかと言 うと,か なり定式化 された

リスクアナ リシスを適用 したらどうか と考

えているようだ。(ノヴェニョのペーパーに

代表 される。)

③ リスクアナ リシスや その他実際的な分析

を実施 している国々の人々一 イギ リス,

オランダ,オ ース トラリア……

実際的であるので,フ ォーマルかつ詳細

なRAに 対しては懐疑的だが,基 本的には

良 く似ている。センスとしてイギ リス的で,

アメ リカ的RAを 好まない。

2-3ワ ー クシ ョップの参加者

国際機i関 と しては,IAEA(2)UNIDO(2)

UNEP(2)WHO(1)ILO(1)で あ り,

うちUNIDOの 部 長,ILOの 代 表 は 日本 人 で

あ った。(少 しず つ 日本人 の国際 公務 員へ の進

出が始 まって い る。)各国の代表 として は,役

人の よ うな人が 多 い。民 間人は少 ない。 民 間

として は,イ タ リー のモンテエ ジソン,ス ウ

ェー デ ン,日 本(?)の み であ った。参加 者

の1/3～1/2は 原 子力バ ックグ ラウン ドを持 っ

てい るよ うに見 える。(特 に先進 国は)

3.主 な発 表

3-1異 種 エネ ル ギー間 リス ク減少の 費用 効

果研 究

IAEAに 標 記 の 共 同研 究 計 画(CO-OR-

DINATEDRESEARCHPROGRAMME)

が 設 立 され,第1回 ミーテ ィングは1984年5

月 マ ニ ラ,第2回 は1986年 リオデ ジャネ イロ,

第3回(最 終)は1988年2月 にボ ンベ イで開

催 されて い る。IAEAの プ ロ ジェク トマ ネ ジ

ャー は,A.NOVEGNO氏 で,今 回のTech-

nicalCommitteeMeeting(TCM>も,流 れ と

してそのプ ロジェ ク トの延長線上,発 展 した

もの と考 え られ る。 日本 か らは放 医研 の藤本

氏が参 加 して いた。今 回のTCMで は,本 プ

ロジ ェク トの総括 を,ス イスのチ ャクラ ボー

ティ氏(イ ン ド人)が 行 い,ケ ー スス タデ ィ

ー(25件)の ペ ーパー の約 半分 が会場 に用 意

されて いた。

費用効果分 析 の方法論 について は,IAEA-

TECDOC-383(1986)が 出 版 され ていて,ケ

ース ・ス タデ ィーの結果 と総 括 につ いて もそ
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の うち出版されるであろう。ケーススタディ

ー25件 は,原 子力と石炭 を中心に(水 力,石

油,地 熱 も各一件あった),そ の燃料サイクル

(採鉱,廃 棄物処理,輸 送 を含めて)に もバ

ラエティに富む。またリスクのタイプも,従

業員および公衆の健康さらに環境影響 を取 り

扱っている。ケーススタディーの結果は,色 々

の意思決定者,例 えば規制側,運 転側,設 計

者,… の,種 々の意思決定段階(事 前,事

後,の 評価 ないしは実証)に 使われた として

いる。

3-・2ク リフ トン氏の ス ピーチ

J.J.CLIFTON,SRD/UKAEA

"HAZARDIDENTIFICATION

SCHEMEFORRISKMANAGEMENT"

ま ず リス クの定義 につ いて は,HAZARD

と対 比 して,HAZARDは 害(HARM)を な

す もので,RISKは そ の ポテ ン シャルだ とい

うこ と。分 析 法 な い し分 析 の名 称 と して,

PSA/QSA/PRA/QRAと い うのが あ る。 こ

こで

P二PROBABILISTIC

S:SAFETY

A=ANANLYSISORASSESSMENT

Q:QUANTITATIVE

R:RISKORRELIABILITY

どれ で も本質 は同 じだが,自 分 として は,

QSAを 好 むが,理 由 は主 としてPAに ある。

このQSAの 用 途 として は,次 のア クテ ィ

ビティが ある。

1.設 計

2.プ ラ ン トレビューPLANTREVIEW

(既 設工 場 にたい して)

3.規 制 ニ ーズ

4.操 業制限OPERATINGRESTRIC-

TION

5.計 画聴取PLANNINGINQUIRIES

6.緊 急時計画

7.保 険

次のこのTCMで の トピックスである工業

地域へのRAの 応用については,ま ず,フ ル

スコープRAを 行 う前に,発 生頻度,影 響の

大 きさを考慮 して何 を対象 とするのかス クリ

ーニングを行 うべ きだ としている。なんでも

かんで も確率 データを用意 して分析 す るの

は,手 間ひまかかって結果は初めか らみえて

いたとい うケースが多い。

まず分析対象の地域 とどんな災害 を考える

のか を決定す る。続いてのステ ップは情報の

収集だが,こ れには考えなければいけない化

学物質の種々の特性のような基本的な情報か

ら,地 形,気 象,人 工動態,プ ラン トに関す

る色々な情報,プ ロセス,イ ンベン トリー等

のそれぞれの分析 に特有の情報 となる。

ここで初期災害同定(INITIALHAZARD

IDENTIFICATION)が 可能になる。通常運

転 と事故時の想定が対象で,事故については,

急性死亡,健 康 と長期的影響,財 産損害(経

済的損失)生 態系への害(大 気,水,大 地)

を考えて,一 体何が問題なのかを検討 して明

瞭にする。この結果 として,一 層の検討 を要

する問題は何か,そ れらのプライオ リティ付

けが可能になる。続いて,

A.シ ステム ディスクリプ ション

B.ハ ザー ド 同定

C.影 響 分析

D.ハ ザー ド 発生確率の定量化

とい う段階があるが,今 までの経験(歴 史的

デー タ)の レビューが大事だ。
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しかし,大 部分の大事な問題 は,基 本的な

検討で済むことが多 く,初 めから詳細分析を

目指す ことはない。

ここで,WHO,BNLの ハ ミル トン氏か ら

のコメン トがあり,定 量的評価 としては,保

守的な値は使わずに,ベ ス ト・エスティメイ

トを使 うべ きだと主張 した。理 由は,い ずれ

にして も,評 価,予 測なのだから,過 度の保

守性は無用の誤解を招 く,とい うことである。

翌 日,ギ リシアのある大学の先生が,石 炭火

力排煙中の放射能による被爆 とリス クについ

ての研究 を発表 した所,方 法その ものはUN-

SCEAR(?)等 によっているにもかかわ ら

ず,あ まりにも保守的な前提に基づ く評価だ

とハ ミル トン氏は主張した。

3-3プ ロ ッカ ー氏 のス ピーチ

E.F.BLOKKER,ENVIRONMENTAL

CONTROLAGENCY

RIJNMOND,NETHERLAND

RIJNMONDは,オ ラ ンダ南部,ラ イ ンの

デ ル タ地帯 を含む地 方で,ロ ッテル ダム市 に

近 い。 ロ ッテル ダムか ら西方 の北海 までの地

帯 は,港 湾,製 油所,石 油 タン ク,化 学工場

等 が多数存在 し,1日 に外 航船 は約100隻,バ

ー ジは約300隻 往 来 してい る
。 その よ うな訳

で,付 近の大 気,水,土 はか な りの程 度汚染

され て きて お り,過 去 にお い て は幾 つ か の

RA研 究 が実施 されてい る。

イタ リー のセベ ソ事件(ダ イオ キシ ン放 出

事 故)以 後,ECで は プ ラン トの安 全確保 の た

め の 「セ ベ ソ後 指 令 」(POST-SEVESO-

DIRECTIVE)が 制 定 され,そ れ に基づ くオ ラ

ンダの規制 として は,実 質 的 にはPRAを 要

求 してい る。

この規制の一部 としてのPRAは 考 えてい

るプラン ト内で最 も災害の大 きいとみなされ

る装置のみに対 し,環 境 リスクではな く公衆

の健康 リス ク評価 を行 う。そのPRAの ミニ

マムとして,

A.プ ラン ト外に被害をもたらす可能性の

ある全ての事故の確率 と被害の程度の

評価

B.横 軸に死亡者数,縦 軸にそれをもたら

す1年 当 りのそのプラン トの事故の確

率を示す両対数 グラフ上へのプロット

(集団 リスク)

C.プ ラン ト周辺で屋外にいる個人の年間

死亡確率が10-4,10-5,10-6,10-7,10's

となる等確率線 を画 くこと(個 人 リス

ク)

が要求されている。オランダ全体で約85の 工

場がこの分析報告を1989年7月8日 以前に提

出せねばならないが,遅 れるだろう。

オランダ政府は許容 リスク基準を,1984年

にLPGの 生産,取 り扱い,輸 送,使 用につい

て設定 したが,翌1985年 には「環境保全計画,

1986-1990」 として一般化 した。両基準 とも

議会の承認 を得ている。

その基準 とは,個 人にたい して10-6死/年

以上は許容で きず,10『s死/年 は無視できる

とい うもので,そ の間のいわゆるグレーゾー

ンではALARAを 適用 しようとす るもので

ある。この基準は現在満たされていないが,

2000年 までにプラン ト境界で満足されるよう

に努力 しよ うというものである。オランダに

おける14～16才 の青少年の全ての原因による

死亡確率は約10『4で他の年齢層に比べて低 い

が,こ の1/100の10-6を 基準 としている。

集団 リスクについては,10人 死亡事故の許
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容確率は10-7/年,10"s/年 以上は許容不能

として,そ れよ り大きい事故 についてはN2で

確率 を下げ る。例えば100人 死亡事故 では,

10-7/年 以上が許容不能 となる。

近年になって,特 に1987年 のブルン トラン

ド(Brundtland)レ ポー トにより,健 康 と環境

リスクについての関心が高まり,総 合的な環

境 リスク管理の強力な政策が望 まれている。

本年中に政府は,以 上の線に沿 った声明を公

表する予定である。

環境 と調和の取れた持続的な経済発展 を前

提 として,汚 染物質の放出の激減 と,総 合的

な環境 リスク管理方法論 の開発 を求めてい

る。政策計画のアペンディクスの題 は,「マネ

ージング リスクス」であり,事 故 りスク管

理のアプローチを,環 境 リスク管理へ も適用

すべ きだと提案 している。

いずれにしても,こ の線に沿 って幾つかの

スタディ,レ ポー トが近い将来公表されるこ

とになる。

3-4ス ミツ氏の ス ピーチ

J-S.SMITZ,UNIV.OFLIEGE,BEL

GIUM

前 出 のECの い わゆ るポス ト・セベ ソ・デ ィ

レクテ ィブに よ り,ベ ル ギー で も活動 が始 ま

ってい る。地域 は ワロー ン とい う所 で人 口約

400万 人,工 場 の数 は22で あ る。1988年 よ りフ

ェーズー2と して,SEVEX(SEVESO

EXPERTSYSTEM)と い う計 画が始 まって

い る。

事 故 シナ リオ としては,故 障 とヒューマ ン

エ ラー を考 えて,そ れ を トップ イベ ン トとす

る。環境影響 としては表面水,地 下水 ネ ッ ト

ワー ク も考慮 して,3次 元 モデル を作 ってい

る。

サイ ドごとの情報 はデータとしてコンピュ

ータに入れてあ り,事 故防止及び緊急時対応

手順 としての利用が考 えられる。 このプ ロジ

ェクトには政府公共機関,産 業 と3つ の大学

が参加 している。

安全解析には外部事象は含まず,実 施後の

その確証 も予定 している。

4.印 象

主催者であるIAEAと しては,ナ ショナル

レベルでのケーススタディによる参加を各国

に要望 していて,こ の限 りにおいて,我 国か

らの貢献は諸般の事情か らいまの所難 しいか

なと思われる。京浜工業地帯,あ るいは広 く

東京湾全体 の工業 と環境の関係の分析研究

(個々の工場別のデータに基づ く)で もあれ

ば,プ ロジェク トの目的 と合致するのではな

いかと考えられる。 多少,調 査の余地はある

と思うが,我 国の場合,現 場ではまず予防保

全の立場を取 り,そ れを徹底 しようとする一と

考 えられる。万が一の際への対応 としては,

災害時の体制作 りと,多 分サイ ト内における

訓練があろ う。ある程度広域的な対応に関す

る取組み も,例 えば震災等を想定 してありう

る。地域的でかつ,時 間的にも広 くカバー し,

なおかつある程度定量的な分析の総括的な ド

キュメン トあるいは計画でもあれば,途 上国

の参考にもなるだろうし,本 プロジェク トの

意図に合致するのだろう。

但 し,問 題が,低 確率,大 被害(LP/HC)

の事象についてであるとすると,我 国の場合

あまり研究事例が多 くないのではないか と思

われる。非常に稀 な事象の発生確率 自身わか
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りやすいとは言えないが,確 率的な考 え方へ

のなじみが薄い事 にも起因している。更に,

前述の予防保全 と災害対策 により,対 策が取

れているとして,「くさいものにはふた」的に,

これ以上のスタディー を拒否するようなこと

が多いのではないか と恐れる。

すなわち,我 国では,特 定の具体的問題に

ついて,リ スクアナ リシスを実行することは

今の所難 しいめではないかと思われる。また,

情報のアベ イラビリティにも,我 国の場合障

害が大 きい。特 に機器の故障率や ヒューマ ン

エラーの統計については,工 場や分業の不浸

透性の壁はあまりに大 きい。 しかし,原 子力

につ いては急務 になるのではないか と思 う

が,巨 大技術にっいての透明性が必須の条件

として要求 されるようになるのではないか と

思 う。すなわち,専 門家が,あ るいは巨大企

業が,政 府が,何 か訳のわからないこと,あ

るいは恐ろしいことをや ってのけて,我 々の

子孫や 自然に取返 しのつかないダメー ジを与

える可能性があるのではないか という事 に対

しての,ま じめな答,そ の努力が要求 されて

いると思 う。

現実的な政策ないし方針の意志決定のみな

らず,こ のようなことに対 して も,将 来の リ

スクアナ リシスは応えていけるのではないか

と思っている。勿論,今 のレベルの リスクア

ナ リシスの方法論で充分だ という訳ではない

のだが。(ま つい かずあき 主管研究員)

、

ノ
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エネルギー産業の経営多角化 につ いて

岸 孝 雄

1.ま えが き

近年,産 業構造の転換,技 術革新の進展等

に伴いエネルギー産業において も,経 営多角

化への動 きが活発化 してきている。 さらに国

の規制緩和 による民間活力の増大をはかるこ

とが強 く要請されてお り,その流れにおいて,

エネルギー産業の多角化が重要な課題 となっ

てきている。

また,エ ネルギー産業は,こ れまで も地域

社会において大 きな役割 を果 たしてきたが,

今後は,地 域振興の中核的役割を果たすこと

がより一層強 く期待 されている。

しか しなが ら,そ の路線は,必 ずしも平易

なものでなく,多 くの試行錯誤を要するとと

もに,さ しあた り解決すべ き課題 もあると考

えられ る。

この ような点を背景 として,当 研究所にお

いて平成元年2月26日 に 「エネルギー産業 に

おける経営多角化 と課題」と題 して,勉 強会

を開催 し,各 エネルギー産業分野(石 油,ガ

ス,電 力)に おける経営多角化の動向ならび

に今後の進むべ き方向等についての現状認識

を深めた。 これを参考 とし,各 エネルギー産

業の経営多角化の動向お よび課題について概

要 を述べ る。

2.新 規分野への進出(経営多角化)の 意義

一般的に企業における新規分野への進 出

(経営多角化)は,技 術,設 備,人 材等の有

形,無 形の経営資源 を有効 に活用 し,成 熟 し

た市場からの脱却 ならびに企業業績の変動に'

対する リスク分散 を図るとともに,企 業の活

力を増進 させ,そ して地域の豊かなコミュニ

ティライフ創造に寄与 していくことはい うま

で もない。

したがって,エ ネルギー産業において も同

様 と思われるが,本 来の責務であるエネルギ

ーの安定供給が最 も重要であることはいうま

で もな く,他 の産業 と全 く同様 とはいえない

であろ う。

特にガス,電 力事業においては,公 益事業

の健全 な事業経営を維持する目的で,兼 業 と

いう形での新規分野への進出は,ガ ス事業法

第12条(兼 業規制)お よび電気事業法第12条

(兼業規制)に より,兼 業規制が行われてお

り,監 督官庁である通商産業大臣の許可が必

要 とされている。 したがって,事 業者は経営

資源の多角的な活用に際 しても,多 角化部 門

が本体事業の料金に悪影響を及ぼさないよう

に,本 体事業 と多角化事業の会計分離や個別

の事業進出にあたってもリスク評価などによ

う

)
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り,本 体事業へ りスクを及ぼさない方向でこ

れ を進めてい くことが重視 されてお り,他 産

業 との公正な競争条件 を保ち,地 域社会への

信頼に値するもの等に限定 されるべ きである

との考 えが強いようである。

また,ガ ス,電 気事業において新規分野へ

の進出にあたり,こ れまで最 も盛 んに行われ

ている出資方式による事業は,比 較的 自由に

展開されているが,今 後,公 益事業者の新規分

野への進出が,本 格化するに伴いそのあ り方

やそれへの政策対応 を検討す る必要がある。

3.経 営多角化の現状

各エネルギー産業(石 油産業,ガ ス産業お

よび電力産業)の 経営多角化の現状を表1一

表1-1

1に 示す。

石油産業においては,電 力およびガス と比

較 して最 も広範囲の多角化が試 み られてお

り,石 炭開発及び石炭輸入販売拡大のみな ら

ず,燃 料電池,太 陽光電池のような新 エネル

ギー分野,サ ービス ・レジャー分野,先 端技

術分野お よび情報分野等の異分野への進出が

図 られている。

また,ガ ス,電 気事業においては,良 質か

つ低廉 なエネルギーの安定供給の確立 をめ ざ

す経営理念 をもとに,こ れまでは,本 体事業

もしくは,利 用機器の販売等の本体事業周辺

分野が中心 となっていたが,最 近,ガ スにつ

いては,LNGの 冷熱利用による冷凍食品や

冷凍倉庫業への進出や炭素繊維製造への進出

等が特徴的である。

エネルギー産業における経営多角化の現状

分 野 石 油 ガ ス 電 力

プ ラ ン トエ ン ジニ ア リン グ ガス関連エンジニア リング 電気温水器 ・電磁調理器販売

本業周辺
大型ガス機器の リース

ガス利用機器の販売

電力関連エンジニア リング

住宅設備販売

地熱発電 熱供給事業 熱供給事業
エネルギー分野 石炭開発 ・販売

LNG開 発

炭素繊維製造(石 油ピッチ) 炭素繊維製造(石 炭系)

研 究開発分野

(先端技術)

複合材料(CERA,CFRP)

高含水ゴム
バイオ(モ ノクロナール抗体)

太陽電池

コン ピ ュー ター サー ビス 電気通信事業 情報 システムサー ビス事業

VAN事 業 VAN事 業 (機器 ・ソフ ト販 売,シ ス テ

情報分野 情報システムサービス事業 ム設計)

無線通信 電気通信事業
無線通信

マ ン シ ョン経 営,ビ ル賃 貸 業 LNG冷 熱 利用事業(冷 凍食

タンク賃貸業務 品,冷 凍倉庫業)

サービス産業分野
カタログ販売,無 店舗販売

不動産事業

不動産事業

ホームセキュリティー事業

リフ ォー ム事 業

スポーツ事業

温室栽培 温排水利用養殖 ・栽培

その他 健康食品
産業用浄水液製造販売
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表1-2電 力会社における電気通信事業への進出状況
(平成元年5月 現在)

種 類 (地上系)
第一種通信 ポケッ トベ ル 自動車電話

国際電気 テ レター ミ 第二種通信 国際VAN マ リネ ッ ト

調査会社
会社 事業 通信事業 ナル事業 事業 事業 電話

北海道電力 北海道総合 北海道テレメッセージ 北海道セル
通信 (HTM) ラー電話

(HOTnet)

東北 電力 青森テレメッセージ 東北セルラ 東北情報ネ
岩手テレメッセージ 一電話 ッ トワー ク

秋 田 テ レメッセー ジ サー ビス

宮城テレメッセージ (TINet)
山形テレメッセージ

福島テレメッセージ

新潟テレメッセージ

東京電力 東京通信ネ 東京テレメッセージ 日本移動通 日本国際通 日本シティ 国際ヴァン 東京湾マ リ
ッ トワー ク (TTM) 信(IDO) 信(ITJ) メディア ネ ッ ト

(TTNet) 静岡テレメッセージ 国際ディジ

山梨テレメッセージ タル通信

茨城テレメッセージ (IDC)

中部 電力 中部テレコ 中部テレメッセージ 日本移動通 国際ヴァン

ミュ ニケー (CTM) 信(IDO)

シ ョン 静岡テレメッセージ

(CTC) 長野テレメッセージ

北陸電力 北陸セルラ 国際ヴァン
一電話

(HCT)

関西電力 大阪メディ 関西テレメッセージ 関西セルラ 日本国際通 ケー ネ ッ ト 関西マ リネ 関西テレコム

アポー ト (KTM)
一電話

信(ITJ) (K-Net) ッ ト テクノロジー

(OMP) (KCT) (KTT)

中国電力 テレメッセージ広島 中国セルラ

岡山 テレ メッセー ジ
一電話

山ロ テレ メッセー ジ (CCT)

四国電力 香 川テ レ メッセー ジ 四国セルラ 四電情報ネ

愛媛テレメッセージ 一電話 ッ トワー ク

(ETM) (SCT) サー ビス

(YNS)

九 州電力 九州通信ネ 九州テレメッセージ 九州セルラ

ッ トワー ク (QTM) 一電話

(QTNet) 佐賀テレメッセージ (QCT)
長崎テレメッセージ

沖縄電力 沖縄テレメッセージ

(OTM)

(注)調査会社を含む

また,電 気事業につ いては,出 資事業の形

態を取 っているが,電 気通信事業の自由化 に

伴い東京電力㈱ を始めとし,表1-2の とお

り各電力会社において多少の差はあるが,第

一種電気通信事業の電話事業のみならずポケ

ッ トベル,自 動車電話等の事業に積極的に参

入 している。

電力会社が,こ のような電気通信事業に参

入 してきたのは,電 信電話事業の民営化にと

もなう自由化のみならず,電 力会社の保有す

る発電設備,送 電設備,変 電設備,配 電設備

等の膨大な設備 に寄与するところが大 きく,

それか らなる各需要家に至る送配電ネ ッ トワ

ー クに負 うところが大 きい といえ
,こ のよう

な保有設備の活用による成長分野への進出が

注 目を集めている。

また,各 エネルギー産業においては,各 企

業が出資 しているものも含め直接経営に携わ

っているものをあげているが,こ のほかに,

電力,ガ ス会社においては,各 々の事業法(ガ

ス事業法,電 気事業法)に おける多角化 に対

す る規制の枠組の強弱に差があるものの,人
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材派遺や活動資金の援助,地 域開発や都市開

発に関与 してきてお り,地 域振興の面で多大

な貢献を期待されている点に留意する必要が

ある。

4.今 後の方向ならびに課題

エネルギー産業において進出を図 りうる具

体的な分野は,現 在進出過程にあるものも含

め次のようなものが考 えられ うるが,さ まざ

まな課題が含まれているといえよう。

(1)都 市開発 ・地域開発関連

公益企業であるガス,電 気事業 に対 し,

情報通信サービス と電力・熱供給(「電力」・

「熱」・「通信」のいわゆる3点 セッ ト)な

どのエネルギーサービスとを有機的に結合

させ,コ ミュニティライフを総合的に支 え

るインフラス トラクチャーの提供 を行い,

地域振興に果たす役割への期待が高まって

いる。特に,地 方においては,技 術,人 材

等においてガス,電 気事業者が リーダー シ

ップを取 りうる条件が整ってお り,地 域開

発のハー ド面,ソ フ ト面の整備 において中

核的役割を担い,他 産業への波及 を図って

い くとい う方式は有効 と思われる。

一方
,都 市部でのエネルギー供給におい

ては,競 合が激化 してお り(表2-1),ガ

ス,電 力においても,新 規熱(・ 電気)供

給にあたっての事業主体 として共同あるい

は単独の形で熱供給(ま たは熱 ・電併給)

の事業認可 を受 けてお り,今 後 さらに地域

の再開発やニュータウン造成等 に伴って,

競争が激化するもの と思われ る。

また,電 力 ・熱の供給 を同時に行えるコ

ジェネレーションシステムの開発を行 って

いる石油産業や他の産業からの参入が予想

されてお り,地 域振興に中核的な役割 を果

たそうとするエネルギー産業にふさわしい

分野であ り,電 力事業の規制緩和 とあいま

ってエネルギー産業の今後の新規分野 とし

て大 きな成長が期待される。

表2-1エ ネルギー間の競合例

項 目 石 油 ガ ス 電 力

暖 房 灯 油 ス トー ブ ガ ス ス トー ブ ヒー トポ ンプ

厨 房 ガ ス 炊飯 器

テーブルコンロ

ガス オ ー ブ ン

電気炊飯器

電磁調理器

電子レンジ

給 湯 ガス瞬間湯沸器 深夜電気温水器

その他
、

コ ー ジ ェ 不 レ

ー シ ョ ン

、

コ ー ジ ェ 不 レ

ー シ ョ ン

電力供給

また,総 合的なインフラにおいては,例

えば,昨 今の環境問題の時流からいえば,

現行の自動車の代替 と考えられているいわ

ゆる低公害車のメタノール 自動車,CNG

自動車および電気 自動車については,性 能

面等の技術的な種々の問題点はあるが,燃

料補給面や メインテナンス部門でのインフ

ラ整備等について,そ れぞれのエネルギー

産業で十分寄与できる分野があ り,石 油代

替 自動車の普及促進 を図るうえで も重要 な

役割 を担っているといえよう。

② 情報通信産業等先端産業

情報通信事業に対 しては,そ れぞれの企

業で参入 を始めたばか りであ り,産 業組織

自体が形成途上にあるため,競 争促進が図

られ,結 果的には望 ましい状態にあると考

えられる。

とりわけ電力事業 にとって,電 気通信事
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業への進出は,こ れら通信網 を利用するこ

とにより,電 力供給機能 と制御機能 を統合

させ,負 荷制御や 自動検針,ロ ー ドマネー

ジメン トなど,電 力供給の信頼度向上や需

要家の多様なニーズへの対応を行 う上で十

分メ リッ トがあ り,自 らの設備,ノ ウハウ

を活用 した成長分野 と考えられている。こ

のように蓄積 された技術や設備の活用によ

り,産 業構造の高度化に大 いに寄与できう

るもの と思われる。

一方,ガ ス事業では,検 針,集 金ならび

に法令によ り義務付け られている各需要家

のガス器具の点検(3年 に1回)な どによ

り,各 需要家のガス器具の種類や使用状況

等のデータを管理 し,需 要家サイ ドのニー

ズに十分対応可能な体制 をとっている。 こ

れらの ノウハウを生か し,生 活情報,機 器

の トラブル情報に限らずセキュ リティ情報

等の収集 ・提供を行 うネッ トワー クを構築

し,地 域経済社会における情報ネッ トワー

クの核 になるに十分 な能力を保有 し,か つ

ひとつの事業 として地域社会に寄与で きる

ものであろう。また,そ うなることにより,

各需要家のアメニティー性の高い要求に十

分対応でき,か つエネルギー供給面に も十

分活用できるものと思われる。

そのほかに,い ずれのエネルギー産業に

おいて も,先 端分野に対 し,こ れまでに培

った技術,人 材等 を活用 して コンピュー タ,

新素材,バ イオテクノロジー等の先端技術

分野において広 く研究開発 を実施する方向

にあ り,有 望な分野 といわれている。

(3)上 流部門への進出

上記の都市開発 ・地域開発関連ならびに

情報通信産業等先端産業への進出は,各 企

業の技術,設 備,人 材等の経営資源の活用

による経営基盤強化を中心 とした進出分野

であったが,今 後のエネルギーの安定供給

をはかるうえで将来の原料の安定確保 の観

点から上流部門への進出は,自 然 と考 えら

れるが,そ れには,公 益事業規制 をうける

電力,ガ スに とって,多 くの解決 しなけれ

ばならない課題があるように思われる。

表2-2に 示す如 く海外 では,ガ ス事業

が,上 流部門の企業買収や子会社等による

上流部門進出の例がみられるが,こ の よう

な点が,す ぐに参考 となるとは,一 概には

いえないが,そ の可能性を示唆 していると

思われる。

表2-2海 外におけるガス事業者の上流部

門への参画例

事 業 者 状 況

BGplc(英 国) ・ボー バ レー社(カ ナ ダ:石 油 ・

ブ リテ ィ ッ シュ ガス探査会社)を 買収,株 を51

ガス %取 得(1987.12)
・エ ー カ ー オ イ ル社(オ ラ ン ダ

系北海油田探索会社)を 買収

(1988.6合 意)
・現地企業と合併でガスペン社

を設 立(1988.6)

Soca1(米 国) ・公益事 業特殊 会社Pacific

サ ザ ン カ リフ ォ Enterprisesを 構 成 し,そ の傘

ルニアガス 下の探査 ・開発会社による石

油 ・ガスの探査 ・生産を実施
一 ・PacificEnterprisesOiland

GasCompany
一 ・PacificLightingExplora一

tionCompany
一 ・TerraResources

,Inc.

BUG(米 国) ・子会社による石油 ・ガスの探

ブ ル ッ ク リンユ 査 ・生産を実施
ニ オ ンガ ス

[:臨 蓋瓢 諾P㎞
tionCompany,Inc.

AGL(豪 州) ・TMOC(豪 州 の石油・ガス探鉱

オ ー ス ト ラ リ 会社)を 買収(1987)

ア ・ガ ス ・ラ イ
・Alcorn(豪 州 の石 油 ・ガ ス 探 鉱

ト 会 社)の 株 式34%を 取 得

(1987)
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(4)そ の他

本体事業 との関連のない全 くの新規分野

に進出する場合,本 体事業 と進出先の業界

に与える影響について十分吟味する必要が

あ り,総 合的にみて経済合理性 に乏 しい と

判断される場合には,進 出を行わないのが

妥当 と考 える。

また,地 域独 占が認め られている公益事

業の立場 を考えると,進 出先業界に大 きな

混乱を生ずるような場合は,進 出は望 まし

くないといえよう。

しか し,そ の進出分野をこのようにクラ

イテ リアで厳 しく限定 したり,そ の活動 に

地域的な制約 を課 した りすることは,企 業

の自由な発想の芽 を摘むことになるばか り

でな く,な ん とか進出しえたとして もその

成長性に極めて大 きな制約要因となり,そ

のため本体事業を支 える事業 とならないば

か りか,お 荷物 とな りかねない。

電力,ガ スの場合,本 体事業が地域的に

活動範囲が限定されてお り,そ の成長性 に

地域格差が生 じつつあるが,そ の格差是正

にも企業多角化が貢献するよう期待 される

だけに多角化 にあたっての制約は,極 力少

なくすべ きだといえる。

この点,公 益事業規制 を受 けなが ら幅広

い多角化の実績 をもつ私鉄に対する鉄道事

業法の考 え方等 を大いに参考することが望

ましい。

5.ま と め

以上,エ ネルギー産業の経営多角化の動向

等について述べてきたが,冒 頭にも述べたよ

うに,エ ネルギー産業は,今 後 はさらに地域

振興の中核的役割 を果たす ことがより一層強

く期待 されているゆえに,多 角化による経営

基盤の更なる強靱 さが必要 となろう。

近 く,資 源エネルギー庁においても本テー

マを対象 とした具体的検討が開始されるとい

う新聞報道もあるが,適 確なる方向づ けを明

らかにし,そ れにそっての条件整備が速やか

に進め られることを期待 したい。

なお,末尾 を以て本稿 をまとめるにあた り,

御指導,御 協力 を頂 いた先生方に深 く感謝の

意を表す次第である。

(きし たかお 主任研究員)
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主 催 財団法 人 エ ネルギー総合工 学研究所

日 時 平成元年12月4日(月)～6日(水)

場 所 発 明会館 ホー ル

東京都 港区虎 の門2-9-14nO3-502-0511

参 加 費(予 定)6,000円(プ ロシー デ ィングス込み)

懇 親会参加 費(予 定)2,500円

な お,参 加 費は当 日会場 にてお支 払 い下 さい。

プログラム委員会

長

員

員委

委

近 藤 駿 介(東 京大学工学部 教授)

池 田 三 郎(筑 波大学社会工学系 教授)

吉 川 栄 和(京 都大学原子エネルギー研究所 助教授)

高 嶋 進((財)原 子力工学試験センター 原子力発電安全情報

センター所長)

田 中 功((財)電 力中央研究所 原子力情報センター副所長)

飛 岡 利 明(日 本原子力研究所 リスク評価解析室長)

相 澤 清 人(動 力炉・核燃料開発事業団 動力炉技術開発部主任研究員)

榎 本 聡 明(東 京電力㈱ 原子力建設部副部長)

谷 口 武 俊((財)エ ネルギー総合工学研究所 主任研究員)

問い合わせ先 財団法人 エネルギー総合工学研究所

プロジェクト試験研究部
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エネル ギー技術 デー タハ ン ドブ ックのお知 らせ

データベースの整備 については,わ が国で も近年その重要性が認識され,多 くのデー タ

ベースが作成 されています。当研究所で もエネルギー技術に関する種々のデータの体系化

を目指 し,昭 和53年 からその研究開発に取 り組んでいます。

昭和63年 度は石炭技術 と電気 自動車のデータハン ドブ ックを作成 しました。石炭技術編

1で は石炭の利用技術 に関する諸データの中で特に重要 と思われるものに解説を付け,電 気

自動車編では技術開発の動向 とその将来評価のまとめを行いました。このデータハ ン ドブ

ックの目次 を下記に示 しますので,御 関心のある方は下記の連絡先に連絡 して頂 ければ幸

いです。

1目 次

◇石炭技術編(第4次 版)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

石炭資源 と性状,分 類

ハ ン ドリング

コー ル ク リー ニ ング

石炭燃焼

石炭ガス化

石炭液化

石炭灰

石炭利用と環境

その他

◇ 電気 自動車 編(モ ー タ ・コン トロー ラ)

-
⊥

9
自

0
0

4

5

は しがき

1

71

151

265

343

535

727

889

1019

わが国技術開発の経緯(大 型プロジェク ト,技 術研究組合)

米DOEに よる技術開発

特許の動向

オ フロー ド車(ゴ ル フカー ト,バ ッテ リー フォ ク リフ ト)

よりみた技術動向

-
↓

9
白

-
⊥

7
己

9
々

9
白

㌧

6.関 連ハイテク技術の動向

7,あ とがき

デー タベース

(1)技 術情報

(2)特 許情報

連 絡 先

㈲エネルギー総合工学研究所

下岡 浩

容03-508-8894

32

44

64

67

69

133

薯

も
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研究所の うごき
(平成 元年4月1日 ～6月30日)

◇ 理事会開催

第29回 理事会

日 時:6月19日(月)12:00～13:00

場 所:経 団連会館(9階)901号

議i題:

第一号議案 昭和63年 度事業報告書及び収

支決算書(案)に ついて

◇ 月例研究会の開催

第60回 月例研 究会

日 時:4月28日(金)14:00～16:00

場 所:大 和生命 ビル スカイホールA,B

議 題:

(1)地 球 規模 の環境問題 と新エネルギー省エ

ネルギー政策の新 たな展開

(資源エネルギー庁石油代替エネルギー

対策課長 大津幸男氏)

(2)低 温核融合について

(日本原子力研究所東海研究所化学部長

立川圓造氏)

第61回 月例研 究会

日 時:5月26日(金)

場 所:幸 ビル(13F)

議 題:

(1)

14:00～16:00

1303会 議 室

技術 システムの リスクマネージメン ト

ー確率論的安全評価の適用性一

(プ ロジェク ト試験研 究部主任研究員

谷口武俊)

(2)日 米通商関係 について

一ハ イテクをめ ぐる摩擦を中心 に一

(通産 省通商政策局通 商政策企画室長

日下一正氏)

第62回 月例研究会

日 時:6月30日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館(6F)中 ホール

議 題:

(1)中 小 型軽水炉開発の必要性及び開発 目標

(プ ロ ジェク ト試験研究部主管研究員

松井一秋)

(2)世 界 的視野か ら見た長期 エネルギー問題

に関す る懇談会(世 界エネ懇)報 告書 につ

いて

一地球 レベルでの経済 ・エネルギー ・環

境の調和に向けて一

(資源エネルギー庁企画調査課課長補佐

真田晃氏)

◇ 主なできごと

4月10日(月)

11日(火)

12日(水)

18日(火)

24日(月)

26日(水)

5月10日(水)

11日(木)

19日(金)

25日(木)

26日(金)

29日(月)

31日(水)

6月6日(火)

7日(水)

8日(木)

9日(金)

12日(月)

第3回 リゾー ト等特定地域にお

ける電気自動車の適用可能性調

査作業部会開催

第1回 電気自動車の導入とその

社会,経 済,環 境 ・エネルギー

的インパクトに関する研究委員

会開催

第1回 シミュレーション技術部

会開催

NIRA自 動車研究会開催

NIRA自 動車技術研究会開催

第1回 電池評価機能に関する意

見交換会開催

第1回 天然ガス勉強会開催

第1回 スーパーシミュレータ打

合せ

第1回FC委 員会開催

第2回 地熱資源量の評価に関す

る調査委員会

第2回 天然ガス勉強会開催

第2回 電池評価機能に関する意

見交換会開催

第2回 スーパーシミュレータ打

合せ

第4回 意識構造検討委員会

第1回 エネルギー需要予測検討

委員会開催

講演会 「国内天然ガス資源」開

催

第2回 シミュレーション技術部

会開催

第3回 天然ガス勉強会開催

第4回 天然ガス勉強会開催

CO2対 策と経済成長に関する勉

強会打合せ
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○

14日(水)

16日(金)

19日(月)

21日(水)

29日(木)

◇ 人事異動

第64回原子力プラント運転の信

頼性に関する研究会開催

CO2対 策 と経済成長に関する勉

強会打合せ

第1回 確 率 論 的 安 全 評 価

(PSA)に 関する国内シンポジ

ウムプログラム委貝会開催

第1回 無停電電源装置信頼性等

評価委員会 ・専門部会開催

第5回 天然ガス勉強会開催

第2回 プルトニウム利用方策開

発調査委員会開催

04月1日 付

(退任)

プロジェクト試験研究部長兼企画部長

山崎宗重(出 向解除)

06月30日 付
'(退 任)

業務部長 小沢美雄(出 向解除)

プロジェクト試験研究部主任研究員

池松正樹(出 向解除)

プロジェクト試験研究部主任研究員

金子 稔(出 向解除)

◇ 海外出張

(1)谷 口武俊主任研究員は,「PSA'89確 率,信

頼性及び安全評価 に関する国際 トピカル ミー

ティングでの発表,参 加の為4月1日 ～4月

15日 の間,ア メ リカに出張 した。

(2)松 井 一秋主管研究員は,「リスク管理 に関す

るIAEAミ ー テ ィング」参加 の為4月15日

～4月23日 の間,ギ リシャに出張 した。

(3)大 原 敏昭主管研究員は,ロ ン ドンFBR国

際会議 出席 と欧州原子力施設を訪 問して情報

収集,意 見交換 を行 う為5月21日 ～6月3日

の間,イ ギ リス,ス イス,フ ランスに出張 し

た。

(4)松 井 一秋主管研究員は,OECD中 小 型炉

専門家会議及び西部経済学会への出席の為,

6月14日 ～6月25日 の間,フ ランス,ア メリ

カに出張 した。

(5)岸 孝 雄主任研究員は,ヨ ーロッパにおける

電気 自動車の普及,開 発等の動向調査 の為,

6月17日 ～7月2日 の間,フ ランス,ベ ルギ

ー
,西 ドイツ,ス イス,イ タリア,イ ギ リス

に出張 した。

⑥ 蓮池宏研究員は,米 国の電池会社における

二次電池,代 替 エネルギー 自動車 の関連動向

調査 の為,6月25日 ～7月2日 の間,ア メリ

カに出張 した。
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